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◎開議の宣告

午前１０時００分 開議

〇議長（山本留義） ただいまから本日の会議を開

きます。

ただいまの出席議員は26人で定足数に達してお

ります。

◎諸般の報告

（ ） 、 、〇議長 山本留義 本日 諸般の報告については

特に申し上げる事項はありません。

〇議長（山本留義） 本日の会議は議事日程第３号

により議事を進めます。

◎日程第１ 一般質問

〇議長（山本留義） 日程第１ 一般質問を行いま

す。

質問の順序は、抽せんにより佐賀英生議員、中

村正志議員、横垣成年議員、濵田栄子議員、浅利

竹二郎議員、村中徹也議員、鎌田ちよ子議員、工

藤孝夫議員、佐々木隆徳議員、菊池光弘議員、東

健而議員、目時睦男議員の順となっております。

本日は、佐賀英生議員、中村正志議員、横垣成

年議員、濵田栄子議員の一般質問を行います。

◎佐賀英生議員

〇議長（山本留義） まず、佐賀英生議員の登壇を

求めます。８番佐賀英生議員。

（８番 佐賀英生議員登壇）

〇８番（佐賀英生） おはようございます。８番、

市誠クラブの佐賀英生でございます。むつ市議会

第214回定例会に当たりまして、通告に従いまし

て一般質問させていただきます。理事者皆様の前

向きな答弁をよろしくお願いいたします。

さて、先般12月４日に第46回衆議院議員選挙が

公示され、12党から小選挙区、比例代表区合わせ

て1,294人が立候補し、今の選挙制度が導入され

てから最多の候補者と報道されておりました。

たくさんある課題の中で、主要争点は消費増税

の賛否、原子力政策のあり方、環太平洋連携協定

（ＴＰＰ）の是非が問われており、当市において

も深く関心のある施策と考えられ、将来や生活に

直結するため、大事な選挙になろうかと思われま

す。

本県からは、４区16人が立候補され、党の主張

や自分の主義主張を訴え頑張っておられることと

思われますが、いずれにしても国家国民のために

私心を捨てて頑張ってもらいたいと思っておりま

す。

それでは、通告に従いまして、３項目６点につ

いて質問させていただきます。

まず、１項目めの教育行政についてであります

が、先般のむつ市議会第213回定例会の一般質問

でも取り上げさせていただきましたが、いじめ問

題の件についてであります。国も県も、そして地

方自治体も、猛烈な世論の後押しもあり、このい

じめ問題には積極的には取り組んではいるもの

の、いまだ沈静化に向かっておらず、前回の一般

質問の後からでもかなりの事件が報道されており

ます。埼玉県川越市では、暴力的いじめを受け、

意識不明の状態、兵庫県川西市では高校２年生が

自殺、愛知県弥富市では損害賠償など、取り上げ

れば切りがなく、一刻も早い地域を巻き込んだ対

策の具現化が必要かと思っております。

そこで私は、今全国的に起こっている条例の制

定ができないかと思っているところであります。

岐阜県の可児市が全国で初めて市民を巻き込み、
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義務化し、8,881人の小・中学生を地域全体で守

るという趣旨の条例を可児市議会が全会一致で今

年10月に成立させました。たくさんある項目の中

で特筆すべきは３点あり、第１点に、保護者は、

いじめが許されない行為だということを子供に理

解をさせる義務がある、第２点に、市民がいじめ

、 、を発見したときは 市や学校などに速やかに通報

相談する義務がある、第３点に、市民からの通報

をもとに調査を行う第三者による委員会を常設す

るという３点が特徴的で、特に保護者や市民に義

務を課しているところに私は本気度を感じます。

この条例は、現市長の冨田成輝氏がいじめ撲滅

を公約に２年前に当選してからつくり上げた条例

で、背景には当時中学１年生の女の子が上級生か

らいじめを受けており、上級生がスーパーの駐車

場で裸にしたり、石に縛りつけて裸にした写真を

メール配信したことが発覚し、当時の校長らが詳

細なコメントをできないということから問題にな

ったという事件を発端としております。

先般いじめについて調べておりましたら、新し

い単語を発見しましたので、お知らせをいたしま

す。スクールカースト制度という文言です。何と

なく意味合いは理解できますが、内容までわかり

ませんので、調べましたところ、主に中学、高校

で発生する人気の身分階層とのことです。いまだ

に根強い影響力を持つインドの階級制度カースト

制度に酷似していることから名づけられたとのこ

とでした。

スクールカーストにおける身分階層は、人気を

軸に構成され、特定の人間関係市場における、そ

の人間の市場価値ということだそうです。中高生

にとっては、一緒にいておもしろいこと、外見的

魅力にすぐれていること、運動能力が高いことな

どが市場の価値を持ちやすいため、スクールカー

スト上位層は、自然とそういった者で占められる

ということです。スクールカーストは、一般的に

はコミュニケーション能力を軸に構成されている

と思われがちですが、上位層の中には他者を物の

ように扱う自己中、顔を武器に浮気を繰り返すと

いったものも若干含まれ、概念が自分とは異なる

カテゴリーへの理解、協調、対話能力が高いと言

い切れるには違和感があるものも含まれ、キャラ

の少ないものが下層となり、クラスの中でキャラ

強制圧力が加えられ、場の期待感、空気をつくり

上げ、問題が発生する云々とあり、まだまだたく

さん説明してありますが、時間の関係上はしょり

ます。何となく大人の世界と似ているような気も

いたします。ということは、大人もそういう感覚

で子供たちに目を配っておけば何らかの信号は感

じられるのではないでしょうか。

とにもかくにもいじめを根絶させるために地域

の人が強く関心を持ち、子供が訴えやすく相談し

やすい環境をつくってあげることが大切だと考え

ております。

以上のことを踏まえ質問いたします。

（１ 、現時点においてのいじめの状況につい）

て。

（２ （仮称）むつ市こどもいじめ防止に関）、

する条例の制定について。

以上、２点についてを教育長にお伺いいたしま

す。

続きまして２項目め、保健行政、ジェネリック

医薬品についてを質問いたします。我が国は、少

子高齢化が顕著になってきており、年々医療費の

増加が問題となってきております。よわいを重ね

ますと、若いころの無理があらわれたり、それ相

当の老いが出てきて体に不調を来すことが多くな

。 、ってきます 一部の国を除き高齢化が顕著な国は

医療費の増大に加え、当然のごとく医薬品代も比

例し増大してきます。それは、国のみならず地方

においても同様の現象が見られ、特に過疎地を中

心とした地方の地方はより顕著です。医薬品代の
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増大は、家計に大きな負担をもたらすだけではな

く、地方財政にも大きく響いてきます。地方にお

いては、大きな企業が少なく、社会保険の加入率

は３分の１程度で、国民健康保険が都市部に比べ

て多くなっていることが実態だと思います。まし

てや高齢化比率が高い自治体となると、顕著にあ

。 、らわれてくるのではないでしょうか そこで私は

少しでも家庭と自治体が医療費の削減に努めるた

めにジェネリック医薬品の利用度を高め、経費削

減に向けていけないかと考えております。

皆様ご承知のことだと思いますが、ジェネリッ

ク医薬品について少し説明をさせていただきま

す。

一般的に新薬の開発には、150億円とも200億円

かかるとも言われており、開発企業は当然のごと

くコストを解消するために独占的に製造、販売を

いたします。この特許権の存続期間約20年から

25年終了後に許可を得て製造される医薬品をジェ

ネリック医薬品または後発医薬品といいます。ジ

ェネリック、直訳しますと、一般的なとか、ブラ

ンドにとらわれないという意味で、製造には数千

万円程度でできると言われており、新薬に比べて

３割から７割程度で提供できるということです。

世界的なジェネリック医薬品の普及は、世界保健

機関の発表では、2009年度の資料、出荷ベースで

はありますが、日本が20％、アメリカ69％、イギ

リス61％、ドイツ64％となっております。ちなみ

に、日本の2011年度の出荷ベースは23.3％となっ

ております。健康保険制度が各国違うので、一律

に比較はできませんが、先進国の中で日本は極め

て低い普及率と考えられます。ただし、３年前の

データですので、普及率はもう少し上がっている

こととは思われます。

政府は、2012年度には30％に上げたいと発表し

ております。青森県の国保に見る医薬品数量のベ

ースを見ますと、６月現在30.1％で、下北地域を

見れば26.1％となっておりますが 伸び率は6.5％、

と県の伸び率の2.5倍となっていることをつけ加

えさせていただきます。

一方、ジェネリック医薬品に対して疑問点も指

摘はされております。先ほど述べました特許につ

いてですが、全ての特許が切れて普及されるので

はなく、３点ある特許のうち、物質特許という成

分の部分だけが許されているわけで、製法特許、

製造特許が残っているわけです。医師の85％が品

質、効果について疑問を持っており、有効性試験

はあるものの、安全性試験に疑問を持っていると

のことです。効能は保証されていますが、その製

法、すなわちカプセルの厚みや錠剤の固め方、添

加物などに対して保証されていないとのことです

が、採用率は自治体、国立病院、国立大学病院な

どは90％、私立大学は58.3％と低くなっており、

採用を考えていないというところも25％あるそう

です。私は、薬価削減、受益者負担の軽減の観点

から、ジェネリック医薬品の使用頻度を高めるべ

きと考えております。

以上のことを踏まえ質問いたします。

（１ 、ジェネリック医薬品の使用を高め、医）

療費（薬価）の削減に努める考えはないか。

（２ 、ジェネリック医薬品の使用、利用の年）

次目標を定めていく考えはないか。

、 。以上 ２点について市長にお伺いをいたします

３項目めといたしまして、市民の安全対策につ

いてお伺いいたします。店舗や住宅、道路ができ

ることによって人々の動線が変わることはよくあ

ることですが、交通事情が変わらなければ何も問

題はないのですが、動線が変わることにより交通

事情に支障を来すということは住民の利益にはな

りません。ましてやそれが子供やお年寄りの方に

支障を来すこととなれば、早急に解決を望むとこ

ろであります。

今や成人１人に車１台の時代となってきまし
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た。車はとても便利なもので、私がもし自宅から

市役所まで歩いて来るとすれば約５時間かかると

ころを、車で来れば20分程度で着くのですから、

大変すばらしい乗り物だと思っております。しか

し、車は時には凶器にもなり得る要素を持ってお

り、鉄の塊ですから、人間に追突すると、当然の

ごとく生身の人間は負けてしまいます。誰もが大

なり小なり車の事故を経験していることと思いま

すが、私もその一人で、雨の日に一時停止がしっ

かりなされていない車に後方を当てられ、少しへ

こんだ程度でありましたが、そういう事故も経験

しております。ことしの春には、友人が同じ場所

で同様の事故に遭い、夏には友達があわやの事故

に遭いそうになっております。

事ほどさように大きな事故が起きないまでも、

細かい事故が多発しているところが今回質問の１

番目の中島９号線と伊勢堂１号線の交点で、住民

多数から信号機設置の要望が多く寄せられており

ます。その次に危険な箇所が上野線・水木沢３号

線で、外港からバイパスに向かう交点で、道幅が

、 、広いうえに住宅が多く 近年子供たちの数もふえ

近隣の住民から多数の要望が来ております。町内

からも要望が出ていることとは思いますが、15年

近くも何ともならぬままに今日に至っておりま

す。道路の構造上、信号機の設置は難しいことと

は思いますが、今以上の安全対策を施すべきと考

えております。

以上のことを踏まえ、質問いたします。

（１ 、中島９号線と伊勢堂１号線の交点に信）

号機を取りつける考えはないか。

（２ 、上野線・水木沢３号線に子供たちの安）

全確保のために緑のおばさんを配置できないか。

、 。以上 ２点について市長にお伺いをいたします

以上、壇上での質問とさせていただきます。

〇議長（山本留義） 市長。

（宮下順一郎市長登壇）

〇市長（宮下順一郎） 佐賀議員のご質問にお答え

いたします。

質問事項１点目の教育行政につきましては、教

育委員会から答弁をいたします。

次に、保健行政についてのご質問のうち、１点

目のジェネリック医薬品の使用による医療費の削

減についてお答えいたします。ジェネリック医薬

品の使用促進につきましては、患者の負担軽減及

び医療保険財政の改善につながるものと考えてい

るところであります 国におきましては 平成19年。 、

10月に後発医薬品の安心使用促進のためのアクシ

ョンプログラムを策定し、平成24年度までにジェ

ネリック医薬品の数量シェアを30％以上とするこ

とを目標としております。当市におきましても、

国が策定したプログラムに基づき、これまで市政

だよりなどによる広報、ジェネリック医薬品希望

カードの配布など、普及啓発に努めてきたところ

であります。さらに、本年９月からは、ジェネリ

ック医薬品利用差額通知事業を実施し、市民の皆

様にジェネリック医薬品を使用した場合の軽減額

をお知らせしておりますが、今後も継続して実施

する予定となっております。この間、これらの使

用促進事業の実施に当たり、市内医療機関等へ事

前に説明をし、協力をお願いしてきたところであ

ります。

医薬品は、傷病の治療上重要な役割を占めてお

り、ジェネリック医薬品の使用は、患者と医師等

が相談のうえ決めるものでありますが、市としま

しては患者負担軽減及び保険財政改善のため、市

民の皆様のご理解を得ながら、なお一層普及促進

を図ってまいりたいと考えておりますので、ご理

解賜りたいと存じます。

続いて、２点目の年次目標についてお答えいた

します。先ほどお答えいたしました後発医薬品の

安心使用促進のためのアクションプログラムで

は、平成24年度までにジェネリック医薬品の数量
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シェアを30％以上にするとしておりましたが、平

成25年度以降につきましても、使用促進のための

ロードマップを作成する予定になっております。

当市のジェネリック医薬品の数量シェアは、平

成23年８月診療分で20.9％、平成24年６月診療分

で24.0％と国の目標に達していない状況であるも

のの、これまでの取り組みにより、徐々にその成

果は上がってきていると認識しております。今後

なるべく早期に目標を達成し、さらなる使用促進

を図ってまいりたいと考えておりますので、ご理

解賜りたいと存じます。

次に、市民の安全対策についてお答えいたしま

す。ご質問の１点目、大畑小学校付近中島９号線

と伊勢堂１号線が交差する交差点に信号機を取り

つける考えはないかとのことでありますが、この

箇所は大畑小学校の通学路にも指定されており、

沿線には大畑庁舎、大畑体育館、大畑公民館並び

に大畑警察官駐在所などの公共施設があり、交差

点から北側には大型ショッピングセンター等の商

業施設が開設され、交通量が多くなってきており

ます。現在大畑警察官駐在所前には、歩行者横断

用の押しボタン式信号機が設置されており、大畑

庁舎寄りの交差点と大畑郵便局付近の交差点には

交通整理員を配置し、児童の登下校時の交通安全

確保に十分な配慮をしているところであります。

信号機の設置については、佐賀議員ご承知のと

おり、毎年町内会、学校及び交通安全協会等から

の要望により、むつ警察署並びに道路管理者と協

議をした後、青森県に要望書を提出し、青森県公

安委員会が関係機関の立ち会いを求めて現地診断

を行い、設置の有無について判断する手順となっ

ているものであります。青森県公安委員会では、

信号機設置の基本的要件について、１つに、道路

構造として幅員、車線数、交差点間隔等が十分で

あるか、２点目として、交通環境として相当の交

通量があること、３点目として、沿線環境として

人家等の密集状況はどうか、また近隣に学校、公

共施設、娯楽施設等が設置されているか、４点目

として、交通事故発生状況はどうかなどを総合的

に勘案し、交通安全対策上必要な箇所を現地調査

のうえ決定しているものであります。

ご質問の交差点については、青森県公安委員会

の基本的要件についての地形的状況や社会情勢の

変化に伴って設置が必要な箇所の一つと私は思っ

ております。いずれにいたしましても、ご質問の

交差点に信号機を設置すべきについては、住民の

交通安全を図るため、むつ警察署と十分に協議を

し、青森県公安委員会へ要望してまいりたいと思

います。

ご質問の２点目、上野線と水木沢３号線交差点

に緑のおばさんを配置できないかでありますが、

この交差点は佐賀議員ご承知のとおり、幅員が歩

道を合わせ13.5メートルあり、緩やかにカーブし

ながらの坂道となっている上野線に水木沢３号線

と上野線の側道、さらにはその側道に合流する上

野７号線とが変則的に交わった交差点となってお

り、冬期間においては除雪した雪に見通しも非常

に悪くなり、交通整理員の配置だけでは児童の登

下校時の交通安全対策には難しいのではと考えて

いるところであります。

この交差点については、ことし10月に通学時危

険箇所として関係機関、関係団体の担当者が現地

において検討会を実施したところであります。こ

の交差点から150メートルほど北側、海側になり

ますが、北側に融雪用電気ヒーターが設置された

歩道橋があることから、これを今後通学路として

利用すべく通学路の変更をしております。また、

この通学路では児童の通学の安全対策といたしま

、 、して 伊勢堂３号線歩道新設工事を実施しており

平成25年２月完成予定であります。今後において

も、引き続き児童の登下校の交通安全に最善を尽

くしたいと考えておりますので、ご理解を賜りた
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いと存じます。

〇議長（山本留義） 教育長。

（遠島 進教育長登壇）

〇教育長（遠島 進） 佐賀議員の教育行政につい

てのご質問にお答えします。

まず、ご質問の１点目、現時点においてのいじ

めの状況についてであります。今年度は、４月か

ら11月末の時点までにおいて２件と報告を受けて

おり、前回むつ市議会第213回定例会でお答えい

たしました件数から増加はしていない状況にあり

ます。

各学校におきましては、いじめを許さない学校

づくりのために定期的な教育相談やアンケート調

査の実施、道徳の時間を初め、生命や人権を大切

にする指導の充実を図り、全教育活動を通してき

め細やかな対応によっていじめ根絶に取り組んで

いるところであります。

次に、ご質問の２点目、むつ市こどもいじめ防

止に関する条例の制定についてであります。議員

ご指摘の岐阜県可児市において成立いたしました

可児市子どものいじめの防止に関する条例には、

保護者や市民の責任を明記し、子供を取り巻く全

ての関係者、関係機関が相互に連携して、いじめ

の防止に取り組んでいく方向性が示されておりま

す。

いじめの防止は、社会全体で取り組む重要課題

であることを宣言した条例の制定は、子供たちの

いじめの根絶に向けた可児市としての並々ならぬ

決意のあらわれと受けとめております。

議員ご指摘のとおり、いじめを根絶するための

対策として、可児市子どものいじめの防止に関す

る条例のようなむつ市こどものいじめの防止に関

する条例の制定も一つの方策であると考えられま

すが、その制定を検討するに当たっては、学校、

保護者、地域、さらには子供たち自身が何を望ん

でいるのか、そしてどのような手だてを講ずれば

その実効性が保障されるかなど、十分な調査、研

究期間が必要であると考えております。

現在学校では、いじめを初めとする問題行動や

不登校などの兆候を捉えた場合や問題行動等が発

、 、生した場合に 適切かつ迅速に対応するとともに

その要因を分析し、再発防止、未然防止に努めて

おります。また、教育委員会といたしましても、

いじめの防止及び解決に向けた取り組みを支援す

るために、いじめ相談窓口としてむつ市教育相談

室の設置、スクールカウンセラー、むつ市教育相

談支援員の派遣、学級生活満足度調査の実施、学

校訪問による教職員への指導、助言など必要な体

制を整えております。その結果、当市ではいじめ

の件数が減少していきているものと考えておりま

す。

このような取り組みは、可児市の条例で学校や

市が果たすべき責務として定めているところでも

あります。

条例のあるなしにかかわらず、いじめの根絶に

向けて今後も教育委員会と学校、関係機関、そし

て地域の方々と互いに連携し合い、地道に取り組

んでいく所存であります。

現在小中一貫教育を推進するためのむつ市内９

中学校ブロックにおきましては、各ブロックによ

って異なりますが、小・中合同懇談会等の開催、

あるいは祭典時の小・中合同街頭指導、小・中合

同行事における小・中ＰＴＡの協力等多様な問題

行動等の予防や解決、児童・生徒の健全育成に向

けた地域のネットワークづくりとその取り組みの

推進に努め、地域の子供たちは地域で育てるとい

う共通認識を図っているところであります。

教育委員会といたしましては、児童・生徒が安

心して生活し、学べる環境をつくるために、これ

まで以上に学校、家庭、地域社会及び警察などの

関係機関が主体的かつ相互に連携しながらそれぞ

れの責務を自覚して、いじめの根絶に向けて地域
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が一体となった取り組みを推進できるような環境

整備に努めてまいります。

このような取り組みを継続していく中で、条例

制定の問題については、地域の声を十分に伺いな

がら検討してまいりたいと考えておりますので、

議員のご理解とご協力を賜りたいと存じます。

〇議長（山本留義） ８番。

〇８番（佐賀英生） どうも答弁ありがとうござい

ました。

まず、では逆から、３項目めの道路の部分から

市長にお伺いをしていくわけですが、まず中島９

号線、そちらのほうの部分なのですけれども、こ

こは本当に細かい事故が多うございまして、大き

な事故にはなってはいないのですが、先ほど市長

のほうも要望はしていただけるという、公安委員

会のほうがどのようにとるかは別として、要望し

ていただけるということ、大変心強く思っている

わけですが、実際問題として私もむつ警察署のほ

、 、うに行っておりますし 近隣の町内の会長さん方

まだきちんと正式にはお願いはしてありません

が、要望ということで皆さんからある種の同意を

もらっております。そういう形で進めていければ

ということで、警察のほうともある程度お話をし

てありますので、最後の一番大きい部分、行政の

部分から、かちっと要望していただけないかと。

当然信号機の設置ですから、市がつくるわけでは

ありませんので、結局要望という形になりますの

で、何とか書面、口頭でも結構ですので、市のほ

うからも危険箇所ということで要望していただき

たいと思います。

上野線・水木沢３号線の複雑な部分なのです

が、確かに私もよく通りますが、信号機の設置は

かなり難しいだろうと。坂道なものですから、冬

場の大きいトラックが２台も並べば坂にかかって

上がってこれないと。ましてや今度は渋滞になる

という部分で大変厳しいかと思います。

私も、その10月の現地調査のときは、たまたま

同行させていただきまして見てきましたが、その

ときに警察のほうが歩道、通学路を変更するとい

うことになるわけで、歩道橋のほうに通学路が変

更ということを伺ってはおりました。

ただ、実際問題として、安全性はある程度確保

できるものの、かなり遠回りになるような気がい

たします。では、子供たちは本当に通るのかと。

子供たちだけ考えればそういう形になりますが、

一般の方々もやっぱりどうしても近いほうを通り

たくなるのが人情でありまして、子供のほうとし

ては通学路という観点で様子をちょっと見させて

いただきながら、今後において余り需要がない場

合は変更もあり得るのかと。変更といいますか、

再度検討していっていただけるのかと、その点に

ついてお伺いしたいと思います。

〇議長（山本留義） 市長。

〇市長（宮下順一郎） この部分の交差点、今佐賀

議員のお話の緩やかなカーブの坂道というふうな

こと、そして側道なんかがついて複雑であると。

そして、冬場なんかはトラックなんかがスリップ

してとまってしまうと渋滞なんかが起きると。そ

ういうふうな課題、これは十分佐賀議員ご認識の

中で、そして先般10月に通学路の変更をするとい

うふうなことになりましたので、これは通学路で

すので、教育委員会のほうから大畑小学校、中学

校等々お話をしていただくものと、このように思

いますので、この形でヒーターのついている歩道

橋、これをしっかり利用してもらいたいと、こう

いうふうに思います。

遠くなったというふうなことはありますけれど

も、一方では近くなっているご家庭もいっぱいあ

るわけでございますので、安全確保のためにはぜ

ひともこの通学路の変更に従っていただき、安全

な歩道橋、これを使って横断をしていただきたい

と、このように思うところであります。
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〇議長（山本留義） ８番。

〇８番（佐賀英生） わかりました。当面ちょっと

様子を見てみたいと思います。ただ、近くなった

生徒いると。あそこら辺、市長、ちなみに小学校

の生徒は、余りそっちのほうにいないのです。小

学校の生徒は逆のほうにいます。これはちなみに

ですけれども。

続いて、ジェネリックについてお伺いしたいと

思います。かなり前向きな話でありがとうござい

ました。私は、比較的むつ市は進んでいるほうか

なと思っております。ただ、さっきも申したとお

り、市長は管理者もやっていますので、よくよく

ご存じかと思いますが、弊害というのも当然これ

はあることは、私も承知しております。やはり少

しでも使えるもの、使えるものというと、ある程

度血圧を下げるほうですとか、血糖値を下げるほ

うですとか、そっちのほうのものによく使われる

と聞いておりますので、少しずつ、長く長期に使

うほうに使っていただいて薬価を下げていく努力

はやっぱりしていかなくてはいけないと思いま

す。

ただ、年次計画、年次計画といいますか、数量

ベースとか等々ですと上がっていきますが、金額

の部分で私はある程度定めていったほうがいいの

ではないかと。例えば本年度が極端な話3,000万

円であったら、次年度は3,900万円とか、３割で

すから、少しずつ上がっていって、最終的には１

億円程度のものを削減できれば、かなり財政的に

も助かると思うのですが、この年次的な金額ベー

スの計画というのはいかがでしょうか。

〇議長（山本留義） 市長。

〇市長（宮下順一郎） このジェネリック医薬品に

つきましては、今佐賀議員お話しのように、強心

剤とか血圧降下剤、血管拡張剤、高脂血症用剤と

か７種類の慢性疾患、これ等に用いる薬剤のみ通

知対象というふうな形でご通知を申し上げており

ます。そして、１カ月200円以上差額が出るよう

な方々にはご通知を出させていただき、ジェネリ

ック医薬品への転換というふうなことを促進して

おるところであります。そういうふうな努力を積

、 。 、み重ねて これからもやっていきたいと そして

なるべく国で求めております30％以上のシェアを

というふうな形で取り組んでいきたいと。さらな

る使用促進、これを図っていきたいと、こういう

ふうに思います。

しかしながら、やはりこれは患者さんとお医者

さんとの関係もございます。そういうふうなとこ

ろ、そしてまた佐賀議員壇上でご指摘があったよ

うに、３つの特許の中で物質特許だけが許可、許

されていると、それ以外の２つについてはまだ許

されていないというふうな部分、ここのところが

やはり安全性に疑問がありというふうに佐賀議員

壇上でお話をなさいましたので、そういうふうな

ところもしっかりこれ技術的にお医者さんと患者

、 、さん そういうふうなところの指導を受ける中で

また患者さんがお医者さんにはなかなかお話しで

きないというふうなこともあろうかと思います。

そういうふうなときには、カードを提供しており

ますので、そういうふうな形で普及促進に相努め

ていきたいと。それは、医療費の削減、また患者

さんの負担減というふうなことにつながってくる

ものと、このように思いますので、行政側として

はそういうふうな取り組みをジェネリックの使用

促進、これに努めていきたいと、このように思っ

ております。

〇議長（山本留義） ８番。

〇８番（佐賀英生） ありがとうございました。や

っぱり何とか国が示す、国が示すというのが全て

いいわけではないのですが、少しでも高めて薬価

の軽減等々に努めていただきたいと思いますの

で、今後もよろしくお願いします。時々チェック

、 。を入れますので またよろしくお願いいたします
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一番最後の質問になるわけですが、今度は教育

長にいじめの条例についてであります。私この条

例を聞いたときに、いや、これだなと、勝手に自

、 。分だけ気持ちよくなったのです 思ったわけです

というのは、私が一番いじめに限らず子供たちに

向かうその環境、親と保護者と地域の人たちが責

任を持って子供たちを見ていくという部分で大変

感心を受けました。さっきも言ったとおり、特筆

すべきはさっきの３点でございますので、一番い

い部分だと思っていたわけですが、比較的今の環

境からいいますと、余り子供たちには関心がない

というか、関心があったとしてもかかわりたくな

。 、いという人が多いのではないでしょうか たまに

今の中学生は怖いから注意すると何をされるかわ

からないとか言う大人の方もいらっしゃいます

、 。 、が 私はそうではないと思います よく言葉では

地域が子供を育てるとか言いますが、それが具現

。 、化されていない この条例をつくることによって

ある意味市民と保護者に義務化させるというのが

私は一番のこの条例の重き、また深いところでは

ないかと思って今回こういうふうにさせていただ

きました。確かに教育委員会等々の取り組みは、

私も評価をさせていただきますが、やはりそうい

うある種の義務化ということで認知させると。こ

、 、ういう意味で まずこの条例を出したわけですが

教育長、そこら辺の考え方と今後においての条例

化の進め方、また周りの方々とさっき協議すると

言ったのですが、どのように考えていますか、進

めていくのかお伺いしたいと思います。

〇議長（山本留義） 教育長。

（ ） 。〇教育長 遠島 進 再質問にお答えいたします

まず、可児市の条例でありますが、議員ご指摘

のとおり、地域の子供は地域で育てる、そのため

には学校や教育委員会だけではなく市全体で子供

を見守って育てていくというようなことで、この

条例大変意義のある条例であろうというふうに思

っています。そして、壇上でも申しましたけれど

も、一方条例があるなしにかかわらず、学校、そ

して教育委員会がその責務を負う、いじめの防止

について責務を負うということは当然のことであ

ります。そして、条例を制定して市全体で取り組

んでいくためには、当事者以外の市民も巻き込ん

で取り組もうという、そういう機運、これを盛り

上げていかなければ、実効性のあるものにならな

いのではないかというふうに感じているところで

ございます。

議員ご指摘のとおり、可児市においては、過去

に深刻ないじめがあったと。そのことからいじめ

は学校だけではなく市全体で取り組んでいこう

と、取り組む問題であるということから、市全体

での合意形成があったものだろうというふうに思

います。教育委員会といたしましては、まずその

いじめの根絶に向けて、学校、そして保護者、地

域の方々との連携強化を図り、その取り組みに対

して市民の方から積極的にご協力いただけるよう

な地域社会づくりに努めてまいりたいというふう

に思います。そのことにより、地域総ぐるみで子

供を育てようという機運が高まることで、より実

効性の伴った条例制定に結びつくものと考えてお

りますので、ご理解賜りたいと存じます。

〇議長（山本留義） ８番。

〇８番（佐賀英生） はい、わかりました。

教育長、そちらにいじめ条例のサンプルか何か

はありますでしょうか。さっき条例を制定しなく

ても認知させると言ったのですが、私は逆に条例

を制定して認知させるほうが早いかと思っていま

す。

まずおもしろいのが第６条の部分なのですが、

保護者がいじめを正しく認識するとともに、子供

に対していじめは許せない行為であることを説明

し、これを十分に理解させるように努めなくては

いけないと。これは、保護者に対して、この条例
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は教育委員会がつくったのではなくて市がつくっ

たやつですから、これは日本で初めてですよね。

本来は教育委員会がつくるものを、これは市がつ

くったやつですから、市長が肝いりでつくった条

例ですから、日本で初めてというのがここなので

すけれども、親に義務化させるわけですよね。保

護者として、あなたきっちりと子供に認識させて

くださいよと。それと連動して第８条の２項なの

ですけれども、学校は子供がいじめをなくすため

主体的な行動をとるように子供に対して人権教育

。 。を行いますと 子供にも教育をするわけですよね

子供にもしっかりと学校が教えると。そして、今

度子供は、自分が必ず、ただいじめに遭っただけ

ではなくて、乗り越えるべき課題を捉えて、これ

を防ぐために人間関係をきちんとつくらなければ

いけないという子供にも義務化させるわけです。

周知徹底、認知させていくといういささか骨の折

れる、時間のかかることかもしれませんが、制定

することによって、きっちりとした手順を踏んで

いくと、私はここに重きがあるかと思っておりま

す。

今までの条例ですと、どちらかというと、周り

にばかりさせるわけですが、今回は市民もそうで

すし、保護者もそうですし、その対象者である生

徒、児童にもきっちりと義務化をさせるという部

分がこの条例の一番大きいところかと思っており

ます。そういう部分で、やはりしっかりとこの条

例を制定した後に義務化をさせる、そしてそれを

やっていただくという、ペナルティーなんかはあ

りませんよね、当然ペナルティーはあるわけない

のですから。当然これをつくったときも可児市の

方に聞いたら、ペナルティーをつけたほうがいい

のではないかという意見も多数あったそうです。

しかし、ペナルティーをつけるのではなくて、そ

れは皆さんのそれこそ認知をさせていく中での気

持ちの問題でやっていくという意見でまとまった

そうです。どうでしょう、いま一度先に条例化を

してきちんと認知させ、義務化をさせていくとい

う考え方を再度教育長にお伺いしたいのですけれ

ども。

〇議長（山本留義） 教育長。

〇教育長（遠島 進） まず、今ご指摘ありました

第６条、それから第８条の２項でしょうか、保護

者に対する責務というのは、私たち学校教育の中

でやはり保護者にこれはお願いしていかなければ

ならないことだろうと。そして、そのことについ

ては、十分であるというようなことは、今のとこ

ろ大きな声で言うところまではいっていないなと

いうふうな感じがしますが、そこについてはさら

に努力していかなければいけないというふうに思

っております。

そして、子供に対して、いじめをなくすための

主体的な行動ができるように人権に関する教育を

行いますというのは、しっかりとやっているとい

うふうに捉えているところでございます。それを

しながら、先ほど言ったような機運が盛り上がっ

たときに条例を制定するという形になるのか、そ

れから条例を制定してからということになるの

か、もう少し検討する必要があるのだというふう

に思っているところであります。

そして、条例につきましては、これは今教育委

員会でなくて市でつくったというふうなお話がご

ざいましたけれども、最近のいじめの報道等を見

ていますと、その報道を聞いて感じるのは、教育

委員会や学校が当事者能力を失っているのではな

いか、または隠蔽体質があるのではないかといっ

たような不信感がある、そういうことからこうい

う条例に結びついているのかなと、そういう捉え

方もございます。もしそうであるとするならば、

私たち学校や教育委員会としては、まず保護者や

地域に対する説明責任だとか結果責任を果たしつ

つ、学校、保護者、地域が一体となっていじめの



- 57 -

根絶に取り組む開かれた教育行政、信頼される学

校づくりをなお一層進めていく必要があるのでは

ないかというふうに感じているところでございま

す。

以上でございます。

〇議長（山本留義） これで、佐賀英生議員の質問

を終わります。

午前11時まで暫時休憩いたします。

午前１０時４９分 休憩

午前１１時００分 再開

〇議長（山本留義） 休憩前に引き続き会議を開き

ます。

◎中村正志議員

〇議長（山本留義） 次は、中村正志議員の登壇を

求めます。15番中村正志議員。

（15番 中村正志議員登壇）

〇15番（中村正志） 自由民主党、自民クラブの中

村正志です。むつ市議会第214回定例会に当たり

一般質問を行います。市長並びに理事者の皆様に

おかれましては、明快かつ具体的で前向きなご答

弁をお願いいたします。

８月の近いうちに信を問うとの野田首相の発言

から４カ月、12月４日公示、16日投開票の第46回

衆議院議員総選挙のさなかであります。実に12も

の政党が候補者を擁立し、各党がそれぞれの政策

を掲げております。私も将来の日本のため、あす

のむつ下北のために、棄権することなく思いのこ

もった貴重な１票を投じたいと思います。

それでは、通告に従い質問をいたします。

質問の第１は、むつ市の財政についてでありま

す。むつ市は、平成22年度決算において、長年続

いていた一般会計の累積赤字を解消することがで

きました。平成23年度決算においては、単年度収

支で約３億1,000万円の赤字、さまざまな方策を

用いて、実質収支では約１億1,000万円の黒字を

どうにか確保することができました。自然の猛威

に恐れをなしたところはあるものの、自主財源に

乏しいむつ市の財政基盤の脆弱さを改めて認識さ

せられたものと感じております。

また、宮下市長が常々言葉にされる「持続可能

な財政運営」を実現するためにも、将来を見据え

たきちんとした形でのむつ市の財政計画が必要で

あるとの思いも強くしているところであります。

平成17年に合併したむつ市においては、合併算

定がえにより10年間は合併しなかったことを想定

した普通交付税が保障されており、平成23年度で

は本来より多く交付されている額は18億円弱にな

っています。それが平成27年度からは激変緩和措

、 、置をとりながら ５年間で段階的に下がっていき

平成32年度には本来の交付額になります。単純に

考えましても、現在の歳入が18億円も減少すると

いうことは、むつ市の財政が危機的状況になると

いうことが容易に想像できます。そのためにも、

将来に向けた具体的な対策が必要であります。

平成27年度から始まる地方交付税の段階的減少

への対策についてお尋ねをいたします。この段階

的減少は、どのような形で行われていくものなの

か。また、減少した際の歳入の確保についてはど

うするのか。同時に、歳出のカットや見直しはど

うするのか。あわせてお尋ねをいたします。

次に、経常的経費の将来負担についてお尋ねを

いたします。平成23年度におけるむつ市財政の健

全化判断比率を示す数値は、全てにおいて改善さ

れております。また、財政力の動向や弾力性など

を判断する財政分析指標についても、ほぼ全て改

善されつつあると言えます。ただ、その中で唯一

気がかりなのが経常収支比率の高どまりでありま

す。この数字は、財政構造の弾力性を判断する指

標で、一般財源を経常的に支出する経費にどれく
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らい充当されているかをあらわす数字であり、平

成23年度では98％でありました。これは、財布の

中に１万円あったとしたら、そのうちの9,800円

は既に使い道が決まっており、自由に使えるのは

200円しかないということであります。一般財源

である地方交付税の段階的減少がすぐ目の前に迫

っております 「持続可能な財政運営」のために。

は、経常収支比率の改善は避けて通れない大きな

課題であります。

そこで、経常的経費の将来負担についてお尋ね

。 、 、をいたします 義務的経費である人件費 扶助費

公債費についての将来負担はどのように捉えてお

りますか。また、その他の経費である物件費、補

助費、繰出金等についての将来負担はどのように

捉えているのか。あわせてお尋ねをいたします。

財政の３点目は、公共施設白書の作成について

であります。自治体の将来的負担を考えたとき、

公共施設の建て替えや大規模改修に要する更新コ

ストは非常に大きな負担となります。また、投資

的経費でもありますので、経常収支比率の高いむ

つ市にとっては、その捻出に苦労することが容易

に予測できます。

こうした中、全国の自治体の一部では、大きな

ストックとなった公共施設の横断的管理と老朽化

に対応する計画的整備の必要性から、公共施設白

書あるいは公共施設マネジメント白書の作成が行

われています。この公共施設白書の特徴は、施設

の実態を利用面、運営面、コスト面などを整理、

分析することにより、さまざまな課題や今後の方

向性が明確になることにあります。行政サービス

にかかるコストと行政サービスを行う財産の両面

から実態を把握し有効活用することで、最少の経

費で最良の市民サービスを提供することができる

ものと思います。今後限られた予算を有効に活用

していくためにも、むつ市において公共施設白書

の策定が必要不可欠であると私は考えます。

そこでお尋ねをいたします。むつ市において公

共施設白書をどのように認識しているのか。また

その必要性についてはどう考えているのか。加え

て、公共施設の将来負担についてはどのように把

握しているのか。あわせてお尋ねをいたします。

質問の第２は、原子力政策と中間貯蔵施設につ

いてであります。昨年の東日本大震災による福島

第一原子力発電所の事故から１年９カ月が過ぎま

した。今もなお、ふるさとに帰れない人や、避難

所、仮設住宅暮らしの人が数多くおります。遅々

として進まない復旧復興、怒りすら覚えます。ま

た、国の根幹をなすエネルギー政策、とりわけ原

子力政策について、いまだ議論の入り口にあり、

その将来像がはっきりとしないことに対し、強い

不満と不安を感じております。

そこで、原子力関連施設の立地自治体の長であ

る宮下市長に、国の原子力政策及び各党の掲げる

政策について、また日本のエネルギー政策はどう

あるべきか、ご所見をお伺いいたします。

次に、中間貯蔵施設についてお伺いをいたしま

す。むつ市民の間には、福島第一原子力発電所の

事故後、中間貯蔵施設を含めた原子力関連施設に

対し、その安全性について不安視する人がふえて

おります。中間貯蔵施設の安全性について、自信

を持って市民に安全であると話すことができます

か。市長のご所見をお伺いいたします。

また、本年３月に本体貯蔵建屋の建設工事を再

開し、来年10月の事業開始に向けて工事が進んで

。 、 、おります しかしながら 将来のエネルギー政策

とりわけ原子力政策がはっきりと定まらない現状

において、むつ市として、むつ市民の感情として

事業開始、使用済み核燃料の受け入れは可能だと

思いますか。市長のご所見をお伺いいたします。

加えて事業開始、受け入れまでに必要とする担

保や約束はどのようなものだと考えるか。あわせ

てお伺いをいたします。
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質問の第３は、市民協働・参画のまちづくりと

コミュニティについてであります。むつ市のホー

ムページを見ますと 「地方分権の進展により、、

地方自治は自分たちのことは自分たちで決め、地

域の個性を活かした市民と行政との「協働参画」

による、市民主体のまちづくりが求められていま

す」とあり、また市職員からの市民協働・参画の

運用指針では 「もはや「ブーム」ということを、

通り越して「必須」となっている感さえある」と

書かれております そのためむつ市では 平成22年。 、

度から市民協働・参画の推進を第５次行政改革の

メーンテーマに掲げ取り組んでおります。

そこで、改めて市民協働・参画に取り組むむつ

市の基本姿勢について、またこれまでの取り組み

状況についてあわせてお尋ねをいたします。

市民協働・参画のまちづくりを推進するに当た

り、そのパートナーとしての町内会の重要性は非

常に大きいものと私は考えます。共助としても、

。 、その役割は大きいものと思います しかしながら

現実問題として町内会に入らない人が増加傾向に

あったり、町内会の運営が厳しいところも出てき

ているようであります。

そこで、むつ市内の町内会の現状についてお尋

ねをいたします。現在の各町内会への加入率はど

うなっているのか。また、市として町内会の抱え

る問題についてどのように認識しているのか。市

民協働・参画のまちづくりにおいて、町内会は重

要な役割を担うという認識でよいのか。あわせて

お尋ねをいたします。

以上、壇上より１回目の質問とさせていただき

ます。

〇議長（山本留義） 市長。

（宮下順一郎市長登壇）

〇市長（宮下順一郎） 中村正志議員のご質問にお

答えいたします。

むつ市の財政についてのご質問の１点目、地方

交付税の段階的減少への対策についてでありま

す。地方交付税は、国と地方の財源配分、地方の

財源保障及び地方間の財政調整という３つの機能

を同時かつ複合的に果たすものとして地方財政の

重要な役割を担う制度であります。今年度予算に

おける当市の地方交付税の総額は115億円と、歳

入全体の約35％を占め、市税の約17％と並んで一

般財源の大宗を占める極めて重要な財源となって

、 、おりまして これらの増減いかんによりましては

市の財政に直接大きな影響を及ぼすこととなりま

す。

このようなことから、市町村合併が進められる

中では、地方交付税の取り扱いに一定の配慮が行

われておりまして、これがいわゆる普通交付税の

算定の特例、合併算定がえであります。これは、

合併後の市町村に交付される普通交付税の額が、

合併年度と、これに続く10年間は合併前の市町村

が存続すると仮定した場合に算定される額の合計

額を下回らないよう算定することとされており、

またその後５年間は激変緩和措置といたしまし

て、段階的に縮減されていくというものでござい

ます。

今年度合併算定がえにより増加した金額は、臨

時財政対策債分を含め約18億円となっております

が、これを段階的な減少が始まる平成27年度以降

の普通交付税に置きかえてみますと、平成27年度

では18億円のうち約10％、平成28年度から平成

31年度には約20％、平成32年度には約10％が前年

度に比べ段階的に縮減されることとなります。前

段でも申し上げましたように、地方交付税の動向

は、今後の財政運営に大きな影響を及ぼすもので

ありますが この状況を乗り切っていくことが 持、 「

続可能な財政運営」を掲げた私の大きなテーマで

もありますことから、一般会計のみならず、特別

会計や一部事務組合を含めた財政計画の中でしっ

かり対応してまいりたいと考えております。
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まず、歳入の確保策としては、市税収納率の向

上、受益者負担の原則に基づいた使用料並びに手

数料の見直し、遊休施設等の有効活用、普通財産

の処分等のほか、使用済み燃料を対象とした法定

外普通税の新設を視野に入れた財源の確保等、あ

らゆる角度から歳入確保の道筋を探っていかなけ

ればならないものと認識しております。

さらに、歳出の面におきましても、定員適正化

計画に基づき、引き続き人件費の抑制に努めます

ほか、現在取り組んでおります内部経費の抑制に

加え、老朽化が進んでおります施設の統廃合等歳

出削減努力を図ってまいりたいと考えておりま

す。

地方交付税の減少は、当市のみならず合併自治

体にとりまして相当の財源不足を招くこととなり

ますことから、行財政改革の取り組みとあわせ、

国に対しまして、市長会等を通じ組織的に財政支

援を要望してまいりたいと考えておりますので、

ご理解を賜りたいと存じます。

次のご質問の２点目、経常的経費の将来負担に

ついては、担当部長よりお答えいたします。

、 。次は 公共施設白書の作成についてであります

かつて高度経済成長期の急激な社会の変化や人口

の急増などに伴って、さまざまな公共施設が建設

されてきましたが、これらの多くの公共施設は、

建て替えの一つの目安とされる建設後30年を経過

し、大規模修繕や建て替え等を必要としている状

況にあります。しかしながら、近年の少子高齢化

や景気低迷による厳しい財政事情等、地方公共団

体を取り巻く環境は厳しさを増しており、限られ

た財源の中で施設の改修や更新を今後どのように

行うかが地方自治体共通の大きな課題となってお

ります。このため自治体においては、中長期的な

視点による計画的な施設運営を目指した公共施設

マネジメントの取り組みとして施設の有効活用、

統廃合、適切な施設改修、運営形態の見直し等の

検討が行われているところであります。また、施

設の現状や実態を住民の方々にお示しし、今後の

公共施設に関する検討を行う基礎的な資料とし

て、公共施設白書を作成している自治体も徐々に

ふえており、市民への情報提供や全庁的な情報の

共有という点において有効な方法であるものと認

識しております。

当市におきましても、多くの老朽化した施設を

抱え、厳しい財政状況の中で、今後公共施設をど

のように維持管理していくかは大変重要なテーマ

であり、政策調整会議の場で今後どのような方向

で取り組んでいくか検討を始めたところでありま

して、具体的な取り組みの第一歩として、今年度

各施設の情報収集と現況把握から進めているとこ

ろであります。

また、将来負担についてでありますが、公共施

設の大規模な修繕や建て替え等を検討するうえに

おいて、これが大きな財政負担となることは論を

またないところであり、後年度における公債費の

増加等、将来の財政運営に与える影響を慎重に見

きわめる必要があるものと考えております。

具体的に計画を進めるうえでは、財政運営計画

との整合性が必要となりますことから、まずは現

、 、状把握と分析をしっかり行い 今後の施設の再編

統合、再利用等公共施設マネジメントを進めてい

く中で将来負担等もお示ししていきたいと考えて

おりますので、ご理解を賜りたいと存じます。

次に、原子力政策と中間貯蔵施設についてのご

質問にお答えいたします。まず、国の原子力政策

についてでありますが、本年９月に新たなエネル

ギー・環境戦略が示されておりまして、2030年代

に原発稼働ゼロを可能とするようあらゆる政策資

源を投入するとしながらも、核燃料サイクルにつ

いては引き続き従来の方針に従い、再処理事業に

取り組むといった整合性に欠ける内容でありまし

た。
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なお、各政党が掲げる政策につきましては、現

在衆議院議員総選挙期間中でありますことから、

議場での発言は差し控えたいと思いますので、ご

理解賜りたいと存じます。

次に、ご質問の２点目、日本のエネルギー政策

はどうあるべきかについてでありますが、我が国

のエネルギー自給率が４％しかないこと、石油等

化石燃料のほとんどを海外に依存し、その多くの

部分を占める中東諸国の政情が不安定であるこ

と、さらには地球温暖化による環境問題が深刻化

している状況にあること等を考えますと、再生可

能エネルギーの利用促進を図りながら、電力の安

定供給が可能となるようさまざまな電源を確保し

ていくのが最良ではないかと考えているところで

あり、これまで国へ要望してきたとおりで変わり

はございません。

次に、ご質問の３点目、中間貯蔵施設の安全性

についてでありますが、むつ市に建設が進められ

ております中間貯蔵施設と同様に、乾式キャスク

による使用済み燃料の貯蔵施設は東海第二発電所

と福島第一原子力発電所にありますが、両施設と

も東北地方太平洋沖地震による激しい揺れに見舞

われ、福島第一原子力発電所では津波も押し寄せ

ておりますが、貯蔵されている乾式キャスクの健

全性は確認されていると伺っておりますことか

ら、中間貯蔵施設の安全性については十分確保さ

れているものと認識しております。

次に、ご質問の４点目、中間貯蔵施設の事業開

始についてでありますが、直近の工事進捗率が約

79％となっており、来年10月の操業開始に向けて

工事に取り組んでいるとのことでありますので、

来年度の事業開始は可能であると考えておりま

す。

なお、操業開始までには新エネルギー基本計画

や地球温暖化対策関係など原子力に関連するさま

ざまな施策が決定される予定にあることから、そ

れらを注視し、市民の安全安心を第一義として対

応してまいりますので、ご理解賜りたいと存じま

す。

次に、市民協働・参画のまちづくりとコミュニ

ティについてのご質問の第１点目、むつ市の基本

姿勢についてお答えいたします。市民協働・参画

とは、市民の力や地域の特性を生かした魅力ある

まちづくりを推進するための手段でありまして、

より具体的に言いかえれば、市民一人一人が主役

のまちづくりを実現するために市民の公益的活動

等を支援しつつ市政への参画を促し、ともに地域

の活性化を図ることであります。そのためには、

まず市民が市政に関心を持っていただくことが必

要であります。適時に適切な媒体を持って情報提

供を行い、市民が欲しいときに欲しい市政情報が

得られるように広報体制のさらなる充実に努める

ことが大切と考えております。

第２には、市政に関心を持っていただいた方々

の意見を酌み取り、生かす仕組みを構築すること

であります。計画、実践、評価の各段階で、市民

の参画を促し、さまざまな立場の方々の意見を市

政に反映させていくことに意識的に取り組むこと

が職員の意識改革にもつながるものと考えており

ます。

第３には、市民や各種団体が行っている活動の

中で公益的活動であるものを捉え、認知し、必要

に応じ支援することが必要と考えております。行

政だけが公共的サービスを担っているわけではな

く、地域の課題を解決していくためには市民を初

めとした地域の力が不可欠であり、地域の公益的

活動を支援し活性化させることは、地域力を高め

ることにつながります。

このように市民はもちろんのこと、町内会、Ｎ

ＰＯ、各種団体等を巻き込みながら、市民協働・

参画の取り組みを進めることが市民と行政の距離

を縮め、お互い良好なコミュニティ環境や信頼関
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係を築き、暮らしやすい「希望のまち・むつ市」

をつくり上げていく礎となるものと考えておりま

す。

希望のまちづくり補助金や市民政策提案制度等

既に本年度から実行に移したものもありますが、

市民協働・参画に向けた具体的な取り組みについ

ては、今後さらに市民協働まちづくり会議におい

て市民委員が行政職員とともに検討していくこと

、 。としておりますので ご理解賜りたいと存じます

なお、ご質問の２点目、これまでの取り組み状

況については、担当から答弁いたします。

次に、むつ市内の町内会の現況についてお答え

いたします。町内会の加入率につきましては、担

当部長からお答えいたします。

次に、町内会が抱える問題についてであります

が、町内会長さんとは先月開催いたしました町内

会長との懇談会を初め、さまざまな場面で抱えて

いる課題や問題などについて直接お話をお伺いす

る機会があります。その中で一番の悩みは、町内

会への加入世帯数の減少のようであります。これ

は、当市だけではなく全国的な傾向とも思われま

すが、要因としては核家族化、単身世帯の増加や

近所づき合いの希薄化などが考えられ、町内会活

動への参加者の減少や会費収入の減などにより、

町内会活動が弱体化あるいは衰退化してきている

とのことであります。

町内会は、市民の皆様にとりまして最も身近な

よりどころとなる組織であり、少子高齢化等に伴

う地域コミュニティの弱体化が大きな問題となっ

ている昨今、暮らしやすいまちづくりを進めるた

めほどよいまとまりのある集団として、自助、共

助、公助における共助を担う中心的な組織と認識

しておりますので、ご理解賜りたいと存じます。

〇議長（山本留義） 財務部長。

〇財務部長（下山益雄） 財政についてのご質問の

２点目、経常的経費の将来負担についてお答えい

たします。

経常経費は、毎年度連続して固定的に支出され

ます人件費、扶助費、公債費、物件費及び補助費

等をいいますが、これらの推移についてご説明を

いたします。

まず、義務的経費の人件費、扶助費及び公債費

についてであります。人件費は、数年来職員の事

務量を勘案しつつ、定員適正化計画の達成に向け

て退職者一部不補充に取り組んでおりまして、直

近の計画では平成23年度から平成28年度までで

28名の職員減を目指すこととしておりますことか

ら、歳出の抑制効果はもうしばらく続くものと考

えております。

扶助費につきましては、子供の人口減少が見込

まれることに伴い、これに関係する歳出は連動し

て減少が見込まれますが、生活福祉にかかわる扶

助費につきましては、経済情勢を反映して増加傾

向が継続しておりますし、障害福祉に係る扶助費

につきましても、介護関連需要の拡大に伴い増加

傾向にあります。

また、消費税増税分を社会保障財源に充当する

という施策や生活保護制度のあり方について現在

議論がなされておるところでございますが、現行

の制度でまいりますと、扶助費全体としては微増

傾向が続くものと思われます。

次に、公債費についてでありますが、学校建設

等の建設事業に伴う償還が始まりますことから、

今後においても年度間における多少の増減はあり

ますものの、しばらくは現状の水準で推移してい

くものと見込んでございます。

続きまして、消費的経費の物件費及び補助費等

についてであります。物件費につきましては、お

おむね32億円台で平準的に推移していくものと見

込んでおりますが、一層の内部経費の節減に加え

まして、指定管理者制度等外部委託の促進、ある

いはそのシステム化により事務事業の効率化をさ
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らに推し進めていきたいと考えてございます。

補助費につきましては、総じて70億円前後で推

移していくものと見込まれますが、この中では下

北地域広域行政事務組合及び下北医療センターへ

の負担が大きな比重を占めております。さらに、

下北医療センターの経営状況が補助費負担の大き

な変動要因となっておりますことから、これを見

きわめたうえで適正な負担をしてまいりたいとい

うふうに認識してございます。

以上、経常的経費の大まかな動きについて述べ

させていただきましたが、安定した財政運営を達

成するためには、やはり議員お話しのように経常

経費の改善を図っていくということがポイントと

なりますことから、先ほど市長から答弁がありま

したように、課題をしっかりと受けとめ、中長期

的な視点をもとに堅実な財政運営に取り組んでま

いりますので、ご理解を賜りたいと存じます。

〇議長（山本留義） 総務政策部長。

〇総務政策部長（伊藤道郎） 市民協働・参画のこ

れまでの取り組み状況についてお答えいたしま

す。

まず、今年度は市民への広報に力を入れており

ます。市のホームページで市民協働・参画に向け

た具体的取り組み状況をスピーディーに掲載して

いるほか、市民協働まちづくりテレビと称した動

画で、わかりやすく取り組み状況を紹介しており

ます。

また、毎月下旬号の市政だよりに記事を掲載し

ているほか、市民の皆様の目につきやすいように

トピックをまとめました「協働の風」と題した季

刊紙、これはＡ３判の両面印刷で二つ折りになっ

、 、ておりますけれども これをこれまで２回発行し

市政だよりに折り込みしております。

地域活動の活性化支援としては、各種会合等の

折に町内会長や行政連絡員の皆さんへ地域活動の

大切さと支援制度等をアピールするとともに、こ

としは「ご近所知恵だし会議」を開催し、実際に

地域活動活性化へのお手伝いも行っております。

地域活動の担い手が減少傾向にあり、活動の衰退

を懸念されている団体も少なくないと思われます

が、この「ご近所知恵だし会議」は、講師の指導

のもと、地域団体の方に人口や団体への加入状況

のデータから５年後の状況を予想していただき、

団体活動を活性化させる方策を出し合っていただ

くもので、大変好評でございましたので、来年度

も規模を拡大しながら実施していきたいと考えて

おります。

また、今年度立ち上げました地域の公益的活動

を支援する希望のまちづくり補助金では、１次、

２次募集を通して14件の応募があり、市民委員に

よる審査の結果、10件、総額で210万円程度の補

助を決定しております。同様に今年度から市民参

画の典型的な制度として実施いたしました市民政

策提案では、７提案10件中３件について研究課題

としたところでございます。そのほか市民参画を

促す制度として、今年度から計画や条例案にご意

見をいただくパブリックコメントを統一的に実施

しているほか、審議会や委員会等の附属機関での

市民公募の状況や会議結果の公表状況等を調査

し、今後調整を図ることとしております。

これらの市民協働・参画に向けた取り組み状況

を踏まえつつ、８月に組織しました市民協働まち

づくり会議では、17名の市民委員が月２回のペー

スで集まり、行政職員と一緒にグループワークで

市民協働・参画の何たるかを勉強しながら、市民

と行政のあり方や推進に向けた具体的取り組みを

まとめる市民協働指針の策定作業を行っており、

今後においては予算への市民意見の反映、自治基

本条例の制定要否の検討という非常に難しいテー

マにも挑むことになっております。

このような市民協働・参画の対外的な取り組み

は、緒についたばかりでありますので、常に検証
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しながら、よりよい取り組みへのステップアップ

を図ってまいりたいと考えておりますので、ご理

解を賜りたいと存じます。

、 、次に 町内会の加入率についてでございますが

現在市内に160の町内会組織がございますが、毎

年各町内会から加入世帯についての報告をいただ

いております。これを住民基本台帳による世帯数

をベースとして加入率を算出いたしますと、平成

24年度では加入率は約70％となっております。

以上でございます。

〇議長（山本留義） 15番。

〇15番（中村正志） ありがとうございます。それ

では、順不同になりますが、再質問をさせていた

だきます。

まず最初に、原子力政策についてちょっとお聞

きをしたいと思いますが、今市長が壇上でお話を

されたこと、私もそのとおりだなというふうに感

じている部分がたくさんあります。今のこのエネ

ルギー政策、原子力政策に対します議論の仕方と

いうのは、本当に国内ばかりに目が行っていると

いうか、内向きの議論なのかなというふうに感じ

ておりまして、やっぱりそこには大局的なといい

ますか、世界的な視野がちょっと欠けているので

はないかなというふうに感じております。何より

も中長期的に考えますと、やっぱりエネルギーの

多様性といいますか種類、これはやはり確保して

おかなくてはいけないものだと私は考えておりま

すし、そうすることによって、万が一そのどれか

が途絶えたとしてもさほど日本に影響が出ない、

やはりそういうふうな状態をつくっておくべきだ

と思っております。そういう意味においては、や

はり原子力というもの、ある意味、先ほどエネル

ギーの自給率４％というふうなお答えがありまし

たが、言いかえれば自前の、国産のエネルギー源

ということが言えるのではないかなというふうに

思ってもおります。これは、私の個人的な意見で

ございます。

それらを考えた場合に、今後この国がどのよう

に進んでいくかというのはちょっとわかりません

けれども、仮の話をすると、多分市長はなかなか

お答えが難しいとは思うのでありますが、この原

子力施設立地の自治体であるむつ市、中間貯蔵施

設について、もし今後例えば再処理事業が停止に

なったりだとか、よく言われる脱原発だとか、原

発依存が減少していくようなことがあるとするな

らば、中間貯蔵施設というのは必要なものである

と考えますか。

〇議長（山本留義） 市長。

〇市長（宮下順一郎） 仮の、仮定のお話にはとい

うふうなことをもう最初に中村議員がお話しいた

しましたので、仮定のご質問にはなかなかお答え

はしづらいものであります。

そこで終わることもいいわけですけれども、あ

えてお話をさせていただきますれば、脱原発とか

再処理事業のストップだとか、そういうふうなこ

とは、中村議員個人的な見解としてお話をされた

部分、原子力エネルギー政策について、これは全

く私も賛同しているものでございます、中村議員

のお考えに。そういうふうなことを考えますと、

再処理事業をストップするとか、そして原発がた

だちにストップというふうな、そういうふうなこ

とはあり得ないものだと、このように思いますの

で、そういうふうな仮定はなかなか、それに対し

ての答えは現在持ち合わせておりません。私は、

最小限の原子力発電、これは安全を第一義にして

進めるべきであり、再処理事業も継続をするべき

であると。そして、所によっては、私は第２再処

理工場、この部分も進め、そして高速増殖炉、こ

、 「 」 、の部分 今現在 もんじゅ がありますけれども

その次世代機、そういうふうなものもしっかりと

検討を重ねて、自前のエネルギー政策をしっかり

と打ち立てていくべきだというところは大臣等に
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も政府高官等にもお伝えをさせていただいておる

ところでありますので、その部分でごしんしゃく

をいただければなと、こういうふうに思います。

〇議長（山本留義） 15番。

〇15番（中村正志） やはり原子力関連施設であり

ますから、安全性という問題は絶対抜きにして語

ることができないと思います。そういう意味でい

きますと、先ほどのお答えにもありました原子力

施設内での貯蔵施設、東海村とあと福島第一原子

力発電所、これ震災の中にあっても全然大丈夫だ

ったと。このことが意外と市民の皆様には知られ

ていないのではないかなというふうな気がしてお

ります。この点については、やはり正確な情報と

して伝えていくべきなのではないかなというふう

に思います。

先ほど仮の話につきまして、市長、お答えをい

ただきまして、ありがとうございます。私の個人

的な考えといたしましても、もしそのような方向

に進んだとしても、中間貯蔵施設の必要性という

のはあるものと私は考えております。今回の震災

でもわかるとおり、原子力施設敷地内の、特にプ

ールで使用済み核燃料を保管しておくことの危険

性、これは本当に皆様が感じていることだと思い

、 、ますし またいまだに決まらない最終処分の方式

これが決定されるまでのクッション的な役割とし

ての中間貯蔵施設の役割もあると思います。それ

らを総合的に考えますと、中間貯蔵施設の必要性

は変わらないものと私は考えますので、その点も

申し述べておきたいなというふうに思います。

それでは、続きまして市民協働・参画のまちづ

くりのほうについてちょっとお聞きをしていきた

いと思いますが、10年くらい前ですと、この市民

協働という言葉というのはなかなか聞くことがで

きませんでした。どちらかというと、市民参加と

いうふうな言葉が多かったというふうに思いま

す。この協働という言葉は、やはり市民参加に比

べて新しい、従来ではなかった言葉で、従来の共

に同じという「共同 、あるいは協力に同じとい」

う「協同」ではあらわすことのできない活動が今

言われている協力しながら働くの「協働」なのだ

ろうと感じておるわけでありますが、ここで市民

参加と、今出てきた市民協働の違いというのは、

私も考えてよくわからないのですが、どういうも

のであると捉えていますか。お答えできればお願

いしたいなと思います。

〇議長（山本留義） 市長。

〇市長（宮下順一郎） 非常に難しいお尋ねでござ

います。市民参加と市民協働、これはどう違うの

かというふうなこと、そしてまた市民協働は、こ

の部分においては地方自治と、そういうふうなこ

の部分、この部分にまた及んでくるものと、この

ように思いますので、若干見解を述べさせていた

だきたいと、こういうふうに思います。

市民参加は、10年、20年くらい前に、お話しの

とおり、市民が行政活動に参加すると、単にそう

いうふうな意味合いのものであったと、そういう

ふうな感覚で捉えております。一方、市民協働と

いうふうなことは、協力するの「協」と、働く、

にんべんに動くということでの「働」と今お話し

のように、その「協働」でございまして、英語で

は「ｃｏ」というふうな接頭語がつきますので、

そういう意味ではプロダクションとオペレーショ

ンというふうな協力をしてやっていこうと、そう

いうふうなものによるものだというふうなことで

あり、さまざまな各自治体で取り組んでいる中で

そういうふうなことでのこの協働というふうな部

分は、さまざまに定義をされているというふうに

伺っております、定義づけは。この部分でむつ市

においては、昨年11月の市職員からの市民協働・

参画運用指針の中で、市民協働・参画を一つの施

策と捉え 「公共の課題において、市民や行政そ、

れぞれが主体となり、互いの立場や特性を認識・
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尊重しながら、役割及び責任を分担して、共に協

力し合い、共通の目的を達成するため行動するこ

と」ということで、むつ市の定義として定義づけ

をしたところでありますが、非常にこれもまたわ

かりづらいというふうな部分がございます。

そこで、やはり地方自治というふうな大きな観

点からこれを捉える必要があるのではないかと、

このように思います。地方自治の本旨が住民の福

祉の増進ということでありまして、それが地方自

。 、治法にうたわれております この福祉というのも

「福」も「祉」も、これは幸福をあらわすという

言葉だそうでございまして、住民の福祉の増進と

いうふうなのは、住民の幸福の増進にほかならな

い、こういうふうに思います。住民が幸福感、こ

れを抱く地域をつくり上げていくために、医療、

、 、 、 、 、 、保健 福祉 教育 環境 その充実 そして文化

芸術、スポーツ、産業、観光、それらの振興とい

うあらゆる分野において住民の望む方向での活動

がなされることが必要となってくるものだと、こ

のように思います。

このように考えますと、行政はこれらの活動の

ごく一部を担っているにすぎないわけでございま

す。住民の幸福の増進のためには、公益的な市民

活動や各種団体活動に負うところが大きいという

ことをまず職員がそれを認識するべきであると、

自覚をしなければいけない、こういうふうに考え

ます。そのうえで行政としては、住民が望む施策

を重点的に進めるために、計画段階からの市民参

画を促進するとともに、市民や各種団体等の行う

公益的な活動を住民の幸福の増進のための活動と

して、先ほど壇上でもお話をいたしましたけれど

も、認知をし、そして必要に応じて活動しやすい

ように支援するなどして、意識的に市民、そして

団体とともに活動を高め合っていくこと、これが

大事なもので、それが肝であると、このように思

います。

そういう意味で、市民協働というふうなのは、

市民、そしてまた団体、そして行政等がともに協

力し合い、住民の幸福の増進という共通の目的を

達成するために活動することと考えていただく

と、そういうふうな結論に私は至っておるところ

であります。その活動が地域力の向上と地域の活

性化につながるものであると。このような形で市

民協働というふうな言葉を使わせていただき、そ

れに一歩ずつ今さまざまな組織をつくり、そして

ご提案を受け、そのご提案に対しての対応をどう

するのかというふうな現在取り組みを進めておる

ところでありますので、非常に難しいところがあ

りますけれども、そういうふうな意味で捉えてい

ただければいいと、このように思います。

〇議長（山本留義） 15番。

〇15番（中村正志） 丁寧な解説ありがとうござい

ます。何か講義を受けているような感じをしまし

たけれども。

非常に定義づけというのは大変難しいのだろう

なと。大体ぼやっとした形で、こんなものなのだ

。 、ろうなというのはあると思うのです 私が思うに

いろんなのを見たり調べたりするのでいくと、参

加というのは何でしょう、市民の意見などに耳を

傾けながら、最終的には行政のほうが意思決定を

するというのが参加という形なのではないかな

と。それに対しまして協働というのは、市長がお

っしゃられたとおりに、市民と行政の関係という

のは対等でありまして、両者協議をしながら最終

決定を行っていく、そういうものなのかなと。市

民と行政の対等性というのは、やはり大きく着目

しなくてはいけない点だと思いますし、パートナ

ーシップと、あるいは市民とのコラボレーション

とでも言うのでしょうか、そういうのがやはり協

働の要件なのかなというふうに思います。

そういう中において、市民協働を進めていくう

えでは、対等性の要件を満たすということは、や
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はり大事なことで、そこは行政でも細心の注意を

払っていかなければならないものと思います。何

せ行政というのは、公権力を行使できるといいま

すか、認められておりますので、そこのところを

やはり気をつけていかなくてはいけないです。そ

ういう意味において、説明にもありました、今後

進められていくであろう協働の中においては、事

業の執行過程だけではなくて、それこそ政策の立

案過程でありますとか、評価の過程でありますと

か、そういうふうな部分が出てくるのだろうと思

います。そういうことにおいて、そういう場面場

面、どのような場面においてもどういうふうに市

民が協働することが可能なのか、ある程度あらか

じめ示すといいますか、提示をし、またその手続

が明確にされることが進めていくうえで大事にな

っていくのではないかなと考えますが、この点に

つきましては、現在どのように進めていこうとい

うお考えがございますでしょうか。

〇議長（山本留義） 市長。

〇市長（宮下順一郎） 先ほど担当からもお答えを

いたしましたように、さまざまな形でのやはり懸

念されているところは一方的に進めるというふう

なところに中村議員懸念があって、そしてひとり

よがりな市民協働という、そのフレーズが、我々

がひとりよがりに考え、そして勝手に進んでいっ

ては困るというふうな趣旨のご発言だと思いま

す。この部分においては、広報を徹底し、そして

さまざまな決定過程の中に多くの市民の方々に入

、 、っていただく形 そしてホームページ等を通じて

先ほど答弁をいたしましたけれども、ホームペー

ジでは市民協働まちづくり会議の様子、補助金の

決定の様子、そしてペーパーベースでは「協働の

風」とかそういうふうな形、ホームページをごら

んになっていただければ、職員がアナウンサーみ

たいな感じでさまざまな取り組み、そういうふう

なところを公開しております。これを徹底してい

かなければいけない。そして、多くの方々に参画

をしてもらうと。そういうふうな機運を職員自体

、 、が 我々執行側の職員自体が意識をまず持つこと

そして大いに働きかけていく、こういうふうな取

り組みを進めていく必要があると、このように思

います。徹底した情報公開、そしてＰＲを進めて

いく中で、その意識が市民の方々に醸成されてい

くものと、このように期待をしております。

協働意識を与えるということではなくて、協働

意識がまずしっかりと根づくような職員体制、そ

して市民の皆さん方にもその部分を意識してもら

うようなＰＲ、これに努めていきたいと、このよ

うに思っております。

〇議長（山本留義） 15番。

〇15番（中村正志） せっかくなので、もう一つの

その懸念というのをお話をさせていただきたいの

ですが、協働をしていただけます市民の方に真摯

に向き合うというのは、これはもちろん大事なこ

となのでありますが、そうではない市民の方もい

らっしゃると思うのです。そういう人方に進めて

いくことを、どのように了解をとればいいのだろ

うか。要は一部の人だけとの協働というのには、

やはりちょっと政策としては、進め方としては問

題があるのではないかというふうに思っておりま

す。この答えにつきましては、時間がありません

ので、今はいただきません。

町内会の加入率につきまして、平均して70％、

町内会のほうでも加入率の低下に悩んでいるとい

、 、 、うお答えでございましたが どうでしょう これ

ふやすにはどうすればいいのでしょうか。

〇議長（山本留義） 市長。

〇市長（宮下順一郎） 現在約70％の加入率という

ふうなことですが、やはりふやすにはどうすれば

いいかと。余り強制的にやっても、押しつけとい

うふうなことになろうかと思います。この部分で

は、非常にバランス、大切なものだと。しかしな
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がら、この町内会というのは市民協働・参画、こ

の部分では推進するうえで非常に大きな役割を果

たしているという基礎的な組織だと、このように

思います。特に災害時もあります。中村議員常に

お話しの自助、共助、公助、そういうふうな部分

の共助の部分、これは非常に大きな役割を果たす

組織でありますので、この部分にはさまざまな手

法を通じて加入の促進を図っております。現在転

入の手続、これ窓口で行いますと、平成22年度に

官民協働ということで取り組みをいたしました

「市民便利帳 、これを配布いたしまして、この」

際に町内会の一覧表、これを折り込んで町内会の

周知を支援するといったことですとか、市政だよ

り、ホームページに町内会加入を促す記事を掲載

することができるのではないかというふうなこと

を今現在担当に検討を指示しております。そうい

うふうな形で、さまざまなツールを使いまして、

手法を使いまして、そしてまたアパートにお住ま

いになる方々に対しましても、その大家さん、そ

してまたその際の紹介をしていただく不動産業の

方々にも、そういうふうな形で今後積極的に加入

をしていただくようにお願いをしていきたい。町

内会長さんとの懇談の中では、例えばごみの処理

の仕方だとか、そういうふうな部分でなかなか行

き届かないところが、やはり町内会に加入してい

ない方々が多いというふうな、そういうふうなと

ころもよく聞きますので、これは町内会加入とい

うふうなことは積極的に、押しつけないような形

の中で、非常にこのあんばいが難しいと思います

けれども、取り組む必要があるものと、このよう

に認識いたしております。

〇議長（山本留義） 15番。

〇15番（中村正志） 間もなく時間ですので、最後

の質問にさせていただきたいと思います。

やはり町内会、強制はできないものと私も思い

ます。いつぞやの新聞報道で、県内の他市で職員

の方の町内会への不参加の率が20％弱あったとい

うふうな話も出ておりました。参考までです。

最後に、財政のほうについて１点だけお聞きを

したいと思いますが、公共施設白書につきまして

お話をいただいたのでありますが、現在むつ市に

おいては、それに近いようなことに取り組まれて

いるというふうなお話であったろうと私は思って

います。そういう中において、やはり将来的負担

を考えますと、答弁にもありました今後の施設の

統廃合、そういうふうな問題が出てくるのだろう

なというふうに思います。現状の投資的な経費を

維持することが困難な状況におきましては、公共

施設の全体の総量を圧縮せざるを得ないというふ

うな意見につきましては、市民の皆様も賛同して

いただけるものと思います。しかしながら、個々

の地域の住民の今度理解を得るというのは、これ

はまた別な問題だと思いますが、その部分につき

まして、最後何かお考えがありましたらお聞きし

たいなと思います。

〇議長（山本留義） 財務部長。

〇財務部長（下山益雄） 公共施設白書につきまし

て、先ほど当市におきましても方向性はファシリ

ティーマネジメントを進めたいという大きな目標

は持ってございますが、実態といたしましては、

今年度政策調整会議の場で今後当市においてその

辺を具体的にどういうふうな方向で進めていこう

かというふうなことで、まだ検討に入った状態で

ございます。でありますので、議員からは今後の

将来負担というふうなことについてもお尋ねをい

ただきましたけれども、まだそこまでは検討に至

っていないというのが実態にございます。

将来的な負担ということにつきましては、施設

の総量を抑えることが肝要ではないかということ

は議員お話しのとおりだと思ってございます。そ

ういう意味で、検討の中で具体的に各その施設の

種類ごとの適正な配置ですとか、あるいは地域バ
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ランスをどうするですとか、そういうふうな部分

も含めまして、具体の検討をしてまいらなければ

ならないと。

また、当市におきましては、財産の管理を担う

部署として私ども財務部の管財課という部署がご

ざいますけれども、これを積極的に進めるという

ことになりますと、単に財産管理にとどまらず、

そういう戦略的な、組織的なまた対応というもの

も一つには必要になろうかと思いますので、その

辺も見据えまして検討してまいりたいと思いま

す。具体には、総量の圧縮ということには、これ

を検討したときに、誰しも反対を唱える者はいな

いと思いますけれども、ただ具体的に、ではこの

施設、この施設となったときには、総論賛成各論

反対ということの懸念もあるものですから、その

辺を十分踏まえまして検討してまいりたいと、こ

のように考えてございます。

〇議長（山本留義） これで、中村正志議員の質問

を終わります。

昼食のため午後１時10分まで休憩いたします。

正 午 休憩

午後 １時１０分 再開

〇議長（山本留義） 休憩前に引き続き会議を開き

ます。

◎横垣成年議員

〇議長（山本留義） 次は、横垣成年議員の登壇を

求めます。２番横垣成年議員。

（２番 横垣成年議員登壇）

〇２番（横垣成年） むつ市議会第214回定例会に

当たり、日本共産党、横垣成年が一般質問を行い

ます。市長初め理事者におかれましては、前向き

なご答弁、よろしくお願いをいたします。

、 。まず質問の第１点目 教育についてであります

教職員の職場の環境改善についてです。むつ市議

会第211回定例会で私は、教師の負担解消を取り

上げました。教育長は、土、日の大会等の引率に

対し、次のように答えました 「また、大会等に。

かかわる教師の引率につきましても、教師の過度

の負担とならないよう、振りかえ休日取得の対応

などについて、市校長会等で働きかけていきたい

と考えておりますので、ご理解を賜りたいと存じ

ます」と。しかしながら、聞くところによります

と、振りかえ休日はとれないという声がありまし

た。私は、教師の負担解消はただちに是正すべき

だと思っております。そして、生徒が楽しいと思

える授業をするためにも、教師の研究、研修の時

間確保は欠かせないものであります。その意味で

も、研究、研修時間の十分な保証をすべきであり

ます。振りかえ休日の直近の１年間の実態はどう

なっているのかをお聞きいたします。

また、教師の負担解消の取り組みと同時に、教

師の研修、研究の時間確保はどのようになってい

るのかをお聞きいたします。

教育についての２点目です。学校給食の無償化

についてであります。現在児童の医療費の無料化

と同時に給食の無料化も時代の流れとなっており

ます。兵庫県の相生市は、2011年１月から無料化

を実施いたしました。前橋市は、ことしから第３

子以降は無料化といたしました 「こどもは地域。

のたからもの」という理念を持つむつ市も、ぜひ

とも無料化を検討すべきと思いますが、お聞きを

いたします。

質問の２点目、原子力についてであります。そ

、 。の１点目 国の動向についてお聞きをいたします

原子力規制庁などの動きは、現在どういう状況に

なっているのでしょうか。そして、むつ市は国の

動向に対しどのように思っているのかをお聞きい

たします。私の前に中村議員が同様の質問をして

おりますが、改めてお聞きをいたします。
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原子力についての２点目であります。脱原発に

向けたまちづくりについてであります。政府のエ

ネルギー環境戦略会議の推移から見て、脱原発の

流れは確実であります。よって、私は脱原発のま

ちづくりをむつ市は進めるべきではないかと思っ

ております。しかし、むつ市としては脱原発はあ

り得ないと考えているのかお聞きいたします。ま

た、どういう状況になれば脱原発の方向と認識す

るのかをお聞きいたします。

原子力についての３点目、その他の諸問題につ

いてであります。諸問題の１つ目として、使用済

み核燃料中間貯蔵施設の今までの地域経済への影

響、例えば雇用だとか金額などはどうだったのか

をお聞きいたします。

諸問題の２点目、使用済み核燃料中間貯蔵施設

は来年10月から操業予定です。操業が確実なのか

どうか、またどこの使用済み核燃料を持ち込むの

かをお聞きいたします。ここの部分についても、

中村議員と同様の質問でありますが、改めてお聞

きをしたいと思います。

諸問題の３点目として、2030年代までに原発を

廃止するとすると、50年間貯蔵する中間貯蔵施設

の使用済み核燃料は再利用することはありませ

ん。中間貯蔵施設は、再処理工場に搬入するため

の一時貯蔵施設という前提で建設されておりま

す。当初の設置目的と異なることになります。む

つ市としては、2030年代までに原発を廃止という

前提であるならば、中間貯蔵施設への搬入を断る

という立場なのかどうかをお聞きいたします。

諸問題の４点目、2030年代までに原発を廃止か

どうかが不明確な状況で使用済み核燃料の搬入を

私は許可すべきではないと思いますが、ここの部

分についてもお聞きをしたいと思います。

諸問題の５つ目、下北半島の７市町村の原発推

進の中心となっているのは宮下市長であります。

下北半島の原発推進が隣の函館市民に大いなる不

安を与えているというのが現状であります。大間

原子力発電所建設再開に対し、函館市長は裁判も

辞さないとし、実際今の12月議会に2,500万円の

提訴準備費を計上する予定であります。また、函

館市議会では、大間原子力発電所建設の無期限凍

結を求める決議を９月25日に上げました。まさに

下北半島と真逆の現象が渡島半島で起きているわ

けであります。むつ市としては、函館市民の不安

にどのように対処し、責任を持とうとしているの

かお聞きをいたします。

以上、壇上からの質問といたします。

〇議長（山本留義） 市長。

（宮下順一郎市長登壇）

〇市長（宮下順一郎） 横垣議員のご質問にお答え

いたします。

質問事項の１点目の教育につきましては、教育

委員会から答弁いたします。

次に、原子力についてのご質問にお答えいたし

ます。まず、ご質問の１点目、国の動向について

でありますが、本年９月19日に発足した原子力規

制委員会は、規制と利用の分離の観点から、原子

力安全・保安院が担ってきた安全規制部門を経済

産業省から分離し、原子力安全委員会の機能も統

合して安全規制に係る業務を一元的に担うもの

で、独自に行政処分なども下せる独立性の高いい

わゆる３条委員会として環境省の外局に位置づけ

られております。

原子力規制委員会では、原子力安全行政に対す

る信頼回復とその機能向上のため、現在東京電力

福島第一原子力発電所の安全管理を行っているほ

か、安全規制の面から原子力発電所の再稼働に必

要な新安全基準の策定作業、防災関係では原子力

災害対策に関する指針の策定作業、調査関係では

原子力発電所敷地内の破砕帯の調査などを行って

いるとのことであります。

市といたしましては、原子力政策が国策である
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以上、安全性についても政府が責任を負うべきで

あるという姿勢を明確に示す必要があるとの考え

から、これまで下北、上北の関係８市町村長とと

もに国に対して要望活動を実施してきておりま

す。

現在原子力規制委員会において、新たな安全基

準の策定に向けた作業が行われておりますが、中

間貯蔵施設に係る安全基準等が示された段階にお

いて、その内容を確認したうえで説明会等の開催

の必要性等について検討してまいりたいと考えて

おります。

次に、ご質問の２点目、脱原発に向けたまちづ

くりについてでありますが、９月に新たなエネル

ギー環境戦略が示されたものの、矛盾点が多く、

現在中長期のエネルギー政策の指針を定めるエネ

ルギー基本計画の策定作業が滞っている状況にあ

ります。この計画の行方を見定めながら対応して

まいりたいと考えております。

次に、ご質問の３点目、その他の諸問題につい

てでありますが、中間貯蔵施設建設に伴う地域経

済への影響については、雇用や工事費等だけで判

断できるものではなく、職員や作業員の生活費や

法人市民税、個人市民税など幅広い分野に波及す

ることから、経済効果を金額で示すことは困難で

ありますが、その効果は大きいものと考えており

ます。

また、中間貯蔵施設の操業時期と、どこの燃料

を保管するかについてでありますが、直近の工事

進捗率が約79％で、来年10月の事業開始に向けて

安心安全を第一義に工事に取り組んでいるとの説

明を受けております。また、搬入する使用済み燃

料については、協定書にあるとおり、日本原子力

発電株式会社、東京電力株式会社のいずれかであ

ります。

次に、2030年代までに原発が廃止された場合の

対応については、これまでの新聞社などの取材に

も答えておりますとおり、使用済み燃料を再処理

するまでの間という協定書の内容が守られなけれ

ば使用済み燃料の受け入れを断ることも検討しな

ければならないと考えているところであります。

最後に、函館市民の不安にどのように対処する

のかについては、原子力施設の安全確保について

は、第一義的には事業者が責任を持って取り組む

とともに、法令に基づいて一元的に安全規制を行

っている国がその役割を果たしていくことが基本

であり、国及び事業者においては、強い責任感と

使命感を持って安全確保の徹底を図りながら対応

していくべきだと考えておりますので、ご理解賜

りたいと存じます。

〇議長（山本留義） 教育長。

（遠島 進教育長登壇）

〇教育長（遠島 進） 横垣議員の教育についての

ご質問にお答えいたします。

初めに、１点目のご質問、職場の環境改善につ

いてであります。議員お話しのように、小・中学

校においては、部活動の指導や対外試合による遠

征の引率、部活動以外の業務においても、教員が

週休日及び休日にも勤務することがあるわけです

が、これらの際の諸手当の支給あるいは振りかえ

休日等の付与の取り扱いにつきまして、先にご説

明しておきたいと思います。

詳細を申し上げますと、週休日等において、学

校管理下で行われる部活動の指導や練習試合の引

率業務に従事した場合は、部活動指導手当が日額

、 。で支給され 振りかえ休日の対象とはなりません

そして、同じく週休日等において対外運動競技等

に児童・生徒を引率して行う指導業務に日帰りで

従事した場合には、手当の支給ではなく振りかえ

休日が付与されております。また、宿泊を伴う引

率業務に従事した場合には、対外運動競技等引率

手当を日額支給するほかに、振りかえ休日も付与

されております。
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次に、週休日の振りかえ期間についてですが、

勤務を命ずる必要がある日を起算日とする４週間

前の日から当該勤務を命ずる必要がある日を起算

日とする８週間後の日までの期間及びその期間内

に振りかえ等を行うことが困難な場合に限り、振

りかえ期間後の直近の長期休業期間の末日まで取

得することができます。平成23年度分について、

市内小・中学校での部活動にかかわる週休日の振

りかえの取得状況を調査いたしましたところ、中

体連等で学校自体が振りかえ休業日となる日を含

めまして、振りかえ休日の付与日数は小・中学校

全体で延べ714日で、その全てについて振りかえ

休日が取得されており、学校休業以外の振りかえ

休日では、ほとんどが直近の長期休業期間に取得

している状況であります。

一方、手当の支給状況は、平成23年度実績で、

対外運動競技等引率手当及び部活動指導手当を合

わせて延べ7,570日分が支給されております。し

たがいまして、週休日の勤務総日数に対する振り

かえ休日の取得率は8.6％という結果となってお

ります。

週休日に勤務した際に手当を支給するのか、あ

るいは振りかえ休日の付与とするのかにつきまし

ては、県教育委員会がその対応区分を定めている

、 、ところであり 市内小・中学校の教員に対しても

すべからくそれに従った対応がなされているもの

であります。

また、議員がご懸念されております教員の研究

や研修の時間を十分に確保できているのかという

ことに関しましては、平日の部活動を行わない日

に計画的に校内研修を実施しているほか、長期休

業中には集中的に各種研修を実施し、教員の能力

及び資質の向上に取り組んでいるところでありま

すので、ご理解を賜りたいと存じます。

次に、学校給食の無償化についてのご質問にお

答えいたします。学校給食の実施に当たっては、

学校給食法の中で必要な施設及び設備に要する経

費並びに学校給食の運営に要する人件費及び施設

設備の修繕費を設置者の負担とする、そしてその

他学校給食に要する経費は学校給食を受ける児童

生徒の保護者の負担とすると定められており、当

市におきましても、法に基づいた経費負担により

学校給食の運営を行っているところであります。

この保護者にご負担いただいている経費、いわゆ

る学校給食費でありますが、これは食材に要する

経費でありまして、子供たちが給食により摂取す

る食料そのものの実費でありますことから、基本

的に受益者負担という考え方によるものであるこ

とをご理解いただきたいと存じます。

しかしながら、ご家庭の経済状態によっては、

生活に窮しているご家庭もありますことから、生

活保護家庭には教育扶助費として、また生活保護

までに至っていないけれども、経済的に困窮して

いると認められる家庭に対しては、市の就学援助

施策として学校給食費を給付していることは横垣

議員ご承知のとおりであります。

、 、ご質問では 経済的にお困りの方だけではなく

全ての児童・生徒を対象とした実施が厳しいよう

であれば、まずは第３子以降を対象にして給食費

を無償化してはどうかとのご提言がございまし

た。確かに全国的には、議員おっしゃるように無

償化を実施している自治体があるわけであります

が、その背景には少子化や過疎化を食いとめるた

めの施策という側面もあるようでして、現在のと

ころ全国的な無償化の流れというまでには至って

いないように感じているところであります。

ここで、むつ市において全面無償化を実施した

場合を仮定して、平成23年度の学校給食費の実績

額から試算いたしますと、教職員と就学支援員等

他制度からの給付分を除いたおよそ２億5,000万

円が市費として必要となってまいります。また、

第３子以降の無償化、これは前橋市の例では、給
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食費の支払いが３人以上ある世帯でありますが、

むつ市ではおよそ150人の児童・生徒が対象とな

り、約1,000万円が必要となってまいります。教

育委員会といたしましては、繰り返しになります

けれども、基本的には食については受益者の負担

という考え方が適切であろうと思っております

し、その中にあっても生活にお困りの方に対しま

しては、市として支援を行っている状況であるこ

とをご理解いただきながらも、今後におきまして

は全国的な、あるいは県内他市町村の動向を見な

がら研究してまいりたいと考えておりますので、

ご理解を賜りたいと存じます。

〇議長（山本留義） ２番。

〇２番（横垣成年） 再質問させていただきます。

まず、質問の１点目の教育についてでございま

す。この振りかえ休日とっているのが、8.6％で

したか。ですから、ほとんどの方は、もし土、日

に引率をすると、そのまま休みがとれなくてずっ

と続くという状況になっている現状が答弁からわ

かるということでありますが、こういう現状を教

育長としては仕方がないというか、教師の負担は

特にないというふうに考えているものかどうか、

現状でこれでいいのだということの立場なのかど

うかをちょっとお聞きしたいなというふうに思い

ます。

〇議長（山本留義） 教育長。

〇教育長（遠島 進） ただいまのご質問にお答え

いたします。

教員が週休日に部活動の指導等に従事した際に

振りかえ休日を付与するのか、それとも教員特殊

勤務手当を支給するのかというのは、先ほども申

し上げましたように、青森県の教育委員会によっ

て、そのいずれかになるかが定められているとこ

ろでございます。週休日の勤務の大半が、その部

活動の指導であります。この場合には、手当を支

給することになっていることから、振りかえ休日

の付与にはならないわけであります。

そして、週休日に休めないという状況につきま

しては、小学校、中学校の校長会におきまして申

し合わせをしております。例えば中学校では、校

長会での申し合わせは、第１、第３日曜日は部活

、 、動を休止日とする その他の週については土曜日

日曜日、いずれかを休止日とするというふうに申

し合わせておりますし、また市内各中学校におき

ましては、週休日の土曜日か日曜日の練習につい

ては午前中または午後からということで半日とい

うふうにしておるところであります。そういう申

し合わせをしておりますが、試合が近づき、練習

に熱が入りますと、この申し合わせを超えての部

活動が行われているということを聞いておりま

す。子供たちの強くなりたい、そして強くなって

ほしいという保護者の願いに応えたいというその

教師の思いがそのようにさせているのではないか

というふうに思っているところでありますが、い

ずれにしましても、教員が週休日休めるように、

この申し合わせを守るようにお願いしているとこ

ろでありますが、再度校長会を通じて確認をして

いきたいというふうに思います。

〇議長（山本留義） ２番。

〇２番（横垣成年） 今の答弁ですと、申し合わせ

を守っていれば負担とはならないという立場であ

るということで、ちょっと再度そこを確認させて

いただきたいと思います。

私が考えるに、申し合わせ自体が、ちょっとま

だ先生の負担解消というレベルに行っていないの

かなという、そういうイメージがあるのですが、

そこのところもあわせて、例えば申し合わせを

100％守ったとしてもなかなか負担解消はされな

いというふうになれば、当然県の段階でいろんな

形で声を上げるということもすべきではないかな

というふうにも思っておりますので、そこのとこ

ろを再度ちょっとお願いいたします。
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〇議長（山本留義） 教育長。

〇教育長（遠島 進） 申し合わせを完全に守った

としても負担感は拭えないのではないかというよ

うなことでありますが、週休日の土、日のうちの

半日ということであれば、私はかなりの負担の軽

減にはなるのかなというふうに思っているところ

であります。

そして、教師といいますのは、やはり子供たち

のそういう願いや保護者の願いを何とかかなえた

いというふうな習性がありますので、無理してや

っているところもあるのかなというふうに思って

おります。

以上でございます。

〇議長（山本留義） ２番。

〇２番（横垣成年） とりあえず現状でよろしいと

いう答弁でありますが、先日いじめの認知件数が

去年の７万から14万という形で、かなり件数がふ

えたと。これは、調査のやり方にもかなり違いが

あるのだろうと思いますけれども、青森県自身は

791件から716件と大して変わらないのですが。こ

ういう問題についても、むつ市にはちょっと当て

はまらないかもしれませんけれども、背景にはや

っぱり教員の多忙化があって、結局いじめを早期

に発見することができないという、後手後手で回

ってしまっているという分析もありますし、一般

紙の調査では、７割の教員がいじめ対応の時間が

足りないというふうな調査結果もありますので、

むつ市には余り当てはまらないのかもしれません

けれども、一応こういうデータも紹介して、今後

やっぱりそこら辺、きちんと見ていってもらいた

いなというふうに要望しておきます。

同じ教育についての２点目でありますが、今後

いろいろ他市町村の動向を見ながらというふうな

答弁があったのですが、そういう形で今後見据え

てほしいなと。急に無償化というのも、私もちょ

っと無理があるのかなというふうには思っており

ますが、ただ今そういう時代の流れになっている

というのはぜひ市長にも認識してもらいたいなと

いうふうに思っております。

答弁にもありましたけれども、相生市は少子化

対策だとか、人口減少に歯どめをかけるとか、そ

ういうことで、独自にこういう施策を打ち出した

という背景もあるのです。だからやっぱり首長の

判断が大きいのかなというふうに思っておりま

す。そういう意味で、市長については、やっぱり

そこら辺の長期的な考え方を持ってほしいなとい

うふうに思いますので、ぜひ市長のこれについて

のお考えをお聞きしたいなと思います。

〇議長（山本留義） 市長。

〇市長（宮下順一郎） 教育長の答弁に尽きるわけ

でございます。

ただ、そういうふうな形で、先ほど教育長の答

弁の行間の中に私が感じたのは、食の部分を無償

化するというふうな、これは全国で幾つかやって

いるところもあるということも、きょう初めて知

り得たわけでございますけれども、食の部分まで

無償化するというふうなことは、私は何か勤労の

意欲まで、そして食の大切さとか、そういうふう

なところまで、日本古来の、日本人が持っている

そういうふうな精神風土まで壊されてしまうよう

な思いを、今回の無償化を要求するというふうな

この部分で感じました。

答弁は教育長の答弁に尽きるわけでございま

す。私の感想を求められましたので、私の現時点

での感想は以上でございます。

〇議長（山本留義） ２番。

〇２番（横垣成年） 法的な形で対処するというの

が教育長の答弁にもありましたが、その法的な部

分を定めたのが文部科学省でありますが、その文

部科学省の通知、実際もう無償化実施していると

いうことは完全に保護者の負担でなくてもいいと

いう、そういう法律になっているということです
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から、それを実施している市があるのですが、そ

れがやっぱり事実、文部科学省の通知には、例え

ば保護者の経済的負担の現状から見て、地方公共

団体、学校法人その他の者が児童の給食費の一部

を補助するようなことを禁止する意図ではない

と、そういう文言になっているということをちょ

っと市長には認識してもらって、ぜひそういう観

点でもこのことを見てもらいたいなと、無料化に

ついても考えてもらいたいなというのを要求して

おきたいと思います。

それでは、質問の２点目であります原子力につ

いてであります。答弁では、中間貯蔵施設にかか

わるものの動きがあれば説明会等もというふうな

答弁もありまして、ぜひそういう方向で検討して

もらいたいと思います。

それと、答弁にもありましたけれども、今原子

力政策、国のほうも本当に矛盾だらけ。これは、

市長も当然十分認識しているかと思います。例え

ば答弁にもありましたけれども、原子力委員会新

大綱策定会議、原子力大綱ですよね、今までの原

子力政策は、この骨があって、その骨組みのもと

で進めてきた、でもその骨がなくなっているので

すよね、原子力政策で日本という国の。これは、

答弁にも何かその部分触れておりましたが。そう

いう意味では、先がどうなるかわからないという

状況は当然市長も認識だと思います。

そこで、原子力規制庁の答弁もありましたが、

これについてもいろんなものを、今耐震診断やっ

たり、災害対策だとか、福島第一原子力発電所事

故の後処理だとか、いろいろ検討し始めたばかり

ですよね。市長としては、この原子力規制庁のこ

の形の作業がどのくらいかかるというふうに思っ

ておりますか。結局これがきちんとしない限り、

当然前には進めないということですよね。ですか

ら、そこのところ、市長としてはどういうふうに

考えておりますでしょうか。ちょっとその原子力

規制庁の動きだとか原子力大綱が決まっていな

い。そこの部分で、どのくらいで大体めどが立つ

というふうに考えているか、これをちょっとお聞

きしたいと思います。

〇議長（山本留義） 市長。

〇市長（宮下順一郎） どのくらいかかるのでしょ

うか、政府のほうから確認をしていきたいと、こ

ういうふうに思います。さまざまなルートを通じ

てでも、なかなか今総選挙の最中でありますし、

その経過を経た後で、来年のいつになるのか、こ

れもまだめどが立っていないというふうに、本当

にその骨格となりますエネルギー基本計画、これ

すらが策定作業が滞っているというふうなこと、

先行きが私にはまだ見えておりません。

〇議長（山本留義） ２番。

〇２番（横垣成年） 市長としては、まだ先行きが

見えていない。これは、市長でなくても国民全体

がそう思っているということであります。

そして、今答弁もありましたが、エネルギー環

境戦略会議というのも立ち上げられて、それこそ

2030年代に原発を廃止すると。しかしながら、答

弁にもありましたけれども、再処理事業は継続を

。 、すると 大変矛盾しているのが両論併記というか

そういう形で並んでいるという状況。これは、市

長も当然矛盾があるという答弁でありましたが、

そういう状況だということですね。

そして、次に進みたいと思うのですが、そうい

う状況で、この状況がいつ解消されるかというの

は、私はまだまだ時間がかかると思うのです。政

権が変わったとしても。市長もどうなるかわから

ない。そこで……いや、市長もどうなるかわから

ないと言っている、原子力政策が。そういう状況

の中で、市長、むつ市がただ黙っているという状

況ではよくないと思います。だから、流れとして

はもう脱原発の方向に行っているのは間違いない

と。そういう意味では、何らかの形でやっぱりむ
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つ市としても脱原発のまちづくり、これをいきな

りでなくてもいいから、少しずつやっぱりそうい

う方向でどんどん向かうべきではないかなという

ふうに思っていますが、この脱原発に向けたまち

づくりという観点では、市長はどういう考え方を

お持ちでしょうか。

〇議長（山本留義） 市長。

〇市長（宮下順一郎） 黙っているのはおかしいと

いうふうなご発言がございましたけれども、私は

黙っておりません。必要最小限の原子力発電、こ

れはしっかりと維持をし、産業の空洞化を招かな

いように、そしてＬＮＧにしても、海外に負うと

ころが非常に多いと、そういうふうな部分のエネ

ルギーのセキュリティー、こういう安全保障と申

しますか、そういうふうなところの部分、そして

再処理したプルトニウムをどうするのかと、そう

、 。いうふうな形 外交上の問題にもなっております

果たしてゼロというふうな、脱原発は2030年代に

原発ゼロだよと。そしてまた、どこかの党は、多

分横垣議員の所属する党だと思いましたけれど

も、ただちにゼロと、こういうふうな趣旨のご発

言、さまざま今噴出しておるわけでございます。

ただちに脱原発、それから脱原発、卒原発、続原

発とか、非常に言葉だけが踊っています。では、

果たしてそういうふうな形になったときに、では

ゼロになったら、あとどういうふうな将来展望が

描けるのかと。そういうふうな具体的な議論がな

されないままに二項対立、つまり続けるのか続け

ないのかと、そういうふうな非常に現実を見逃し

ているような議論が今進んでいるということはい

かがなものかというふうなことは私は常々発言は

させていただいておりますので、黙っているとい

うふうな私に対する評価は、いささか見間違い、

お聞き違いがあるのではないかなと、このように

思います。

〇議長（山本留義） ２番。

〇２番（横垣成年） 黙っているという、ちょっと

私の説明が足りなかったのですが、むつ市の施策

。としていろいろ年間300億円の予算がありますね

それで具体的にできることがいっぱいあると思う

のです。そういう施策をそれなりに持って進めて

いってほしいという意味で、そこら辺で何もやら

ないという状況はよくないと。それなりにやって

いますけれども、庁舎の省エネだとか、二酸化炭

素を削減するだとか、そういう取り組みをしてい

ますが、まだまだそこは足りないという意味で言

っているわけです。

脱原発に向けたまちづくりという意味は、例え

ば省エネの推進だとか、循環システムの推進だと

か、再生エネルギーの普及だとか、低炭素社会に

向けた社会づくりとか、そういう意味なのです。

ただ原発ゼロというのだけではなくて、やっぱり

そこら辺も少しずつやっていくことによって、国

がどっちに転んでも、むつ市としてはそれなりに

例えば世界に貢献しているむつ市政を行っている

ということになるわけです、市長。そういう意味

で黙っているということはよくないという意味

で、どんどん打って、むつ市でやれることはどん

どんやっていきましょうという意味なのです。そ

ういう意味です。

（ 答えます」の声あり）「

〇２番（横垣成年） いや、特に答弁は必要ないで

す。

そこで、次の原子力についての３点目の諸問題

についてですが、地域経済への影響というのを算

出するのが困難だというのは、これちょっと残念

です。以前の議会では、中間貯蔵施設が、例えば

全体で1,000億円でできると。土地だとか造成だ

とか建物にかかるのが大体300億円。その中で地

域経済には何割か、２割になるか、３割になるか

とか、そういう議論をした経過があるのです。そ

の議論した経過があるにもかかわらず、今までど
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のくらいの経済効果があるか算出できないという

のは、これはやっぱりまずいですよ、市長。きち

んとそこら辺算出して、データとして残しておか

なくてはいけない。これ誘致するときには、そう

いう答弁あったのですから。このくらいの経済効

果があるからいいものですよとか、推進しましょ

うと。私は反対いたしましたけれども、そういう

形の説明があったものですから、そこがやっぱり

どうなっているのかというふうに聞いたのですか

ら、市長としてちょっと答弁、そこら辺もらいた

いです。

〇議長（山本留義） 市長。

（ ） 、〇市長 宮下順一郎 答弁の機会がありますので

先ほどのお尋ねに対しまして、さかのぼって発言

をさせていただきたいと、こう思います。お許し

をいただきたいと、こう思います。

当市では現在、本年度の当初予算でもそうです

けれども、この３年くらいかけて、さまざまな形

の中で自然再生エネルギー、これを大いに活用し

ていこうというふうなことで大きな取り組みをい

たしております。それは、やはり評価を、先ほど

若干評価をしていただき、発言を私横垣議員から

封じられましたので、議長でもない横垣議員から

封じられましたので、そういうふうなことであえ

て発言をさせていただきますけれども、決して現

状に甘んじることなく、これからどういうふうな

世の中になっていくのか、まだはっきり見えませ

ん。その段階では、当然今大いに議論されている

再生エネルギー、この活用をどうするのか。車も

ガソリン車、ディーゼル車ではなくて、横垣議員

は何にお乗りになっているかわかりませんけれど

も、電気自動車を利用したり、さまざまな形の中

で省エネ、エコと。電灯もＬＥＤにかえるとか、

さまざまなことでありますけれども、そういうふ

うな取り組みは着実に進めておるというふうなこ

とを一言申し添えさせていただきたいと、このよ

うに思います。

中間貯蔵施設の地域経済への影響というふうな

ことでありますけれども、金額が幾らなのかとい

うふうなお尋ねでありますけれども、何か横垣議

員は、大きくそのスタンスを変えて、中間貯蔵施

設は容認、しっかり進めていけというふうに私感

じたわけでございますけれども、この部分は非常

にご理解が深まったものと、このように感謝申し

上げたいと、こう思います。

そこで、雇用とか工事費。工事費は、当然事業

者のほうからお聞きすればはっきりお示しはでき

、 。るかと思いますけれども 雇用の部分も何人とか

しかしながらあれは、あの施設自体は、横垣議員

も当時の議論に入ったのか、それとも先輩方が入

っていたのか、ちょっと私は横垣議員本人だった

でしょうか、ではないと思うのですけれども、お

二人の我々の大先輩がその議論に入っておられま

したけれども、交付金の問題もあります。交付金

がさまざまな形で、中間貯蔵施設にかかわる交付

金、そしてまた県からのさまざまな形での県独自

の交付金、核燃料サイクル交付金、そういうふう

なものもトータルとすれば入れるものなのか入れ

ないものなのか。そしてまた、企業連携というふ

うなものも、今現在中間貯蔵施設のＲＦＳ、リサ

イクル燃料貯蔵株式会社、そのところでは地元の

ために貢献しなければいけないというふうなこと

で、企業連携も進めるということもお聞きをして

おります。そういうふうなことをやはり総合的な

捉え方で見なければ、それが金額が幾らだからと

いうふうなことで、ぱっとそれが経済効果という

ふうな、そういうふうなものではない。そういう

ふうなさまざまなことを、金額は、この事業費は

聞けば当然わかりますけれども、そういうふうな

ことで、別の機会にお尋ねあった際にはお答えを

いたしますけれども、総合的な形、当然産業連関

表なんか使ってやっていかなければいけないと、
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ここまで求められるのかどうか。そういうふうな

部分での総合的な判断の中では景気を下支えして

いると。これは、中間貯蔵施設のみならず、大間

原子力発電所、そして東通原子力発電所の工事、

そして定期点検、そしてそこには当然人の流れも

あります。物の流れもあります。そういうふうな

こと、そしてまた六ヶ所村にお勤めになっている

方もむつ市にはさまざま多くの方々がいるという

こともお聞きしております。そういうふうな形の

中で産業として、その役割、原子力に関する産業

として、非常にこのむつ下北に大きな貢献はなさ

れているものというふうなことは否定できない

と、このように思います。

〇議長（山本留義） ２番。

（ ） 、〇２番 横垣成年 諸問題の２番目でありますが

どこの使用済み核燃料を中間貯蔵施設に持ってく

るのかという質問をしたところ、東京電力だとか

日本原子力発電という答弁でありましたが、具体

的にどこの原発からという意味で私はお聞きした

のですが。これ当初の話だと、今事故を起こした

福島第一原子力発電所がかなり満杯に近い状態で

あった。本来であれば、そこから持ってくるとい

う話をちょっと私は聞いておりますが、ところが

そこの使用済み燃料は、ああいう事故で、もうと

てもキャスクに入れる状況ではないと。では、次

の東京電力の使用済み燃料はどこにあるかという

と、柏崎刈羽原子力発電所、新潟です。あそこは

まだまだ十分余裕があって、今はとまっているか

ら、使用済み燃料は全然ふえていない。という意

味では、東京電力は使用済み燃料を持ってくる必

要がないのです、十分保管できるわけですから。

だから、そういう意味で私は聞いたのです。そう

いう意味では、今必要性がない中間貯蔵施設に運

ぶ使用済み燃料というのは緊急性がないのですよ

ね。だから、そこのところを聞くために、どこか

ということを聞いたのです。そういうことです、

私が主張したいのは。だから、今中間貯蔵施設に

持ってくる使用済み燃料は、特に緊急性がないと

いうことを私は今主張しているわけです。

諸問題の３番目でありますが、中間貯蔵施設、

市長は50年後に第２再処理工場が稼働するのを期

待していると言いましたけれども、前段で言いま

したけれども、原子力大綱自身ができていない、

そしてエネルギー戦略会議でも2030年代までに廃

止をするとか言って、片や再処理工場は維持して

いく、稼働していくと両論併記しているわけです

から、完全に今矛盾している状況。こういう状況

で、市長は来年10月、その状況が解消されないま

ま来年10月の操業ということは、運び込むという

ことですから、これを許可するということで、ち

ょっとそこは確認させてもらってよろしいです

か。

〇議長（山本留義） 市長。

〇市長（宮下順一郎） 先ほどもお話をいたしまし

たように、９月に新たなエネルギー環境戦略が示

されたものの矛盾点が多いと。この矛盾というこ

とも、そして謎に包まれているというものも、実

は私の発言でございました。当時、ことしの９月

ごろでしたでしょうか、大臣からの、今お話しの

ように2030年代ゼロ、そして再処理事業は続けて

継続していくと。矛盾、謎、これは私の発言によ

るところでありますけれども、非常に矛盾が多い

わけです。これは、私の発言にご賛同いただいた

ものと、こういうふうに感謝を申し上げたいと、

こう思います。

その中で、現在中長期のエネルギー政策の指針

を定めるエネルギー基本計画、この策定作業が滞

っておりますので、この計画の行方を見定めなが

ら対応していかなければいけないものであると、

こういうふうな認識でございます。

〇議長（山本留義） ２番。

〇２番（横垣成年） 市長は、再処理事業がだめに
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なったら、もう搬入は許可しないというのははっ

きり答弁いたしました。ただ、今の状況は、継続

するという文言が書いてあるけれども、2030年代

に原発をとめるとなると、継続したとしても、そ

の中間貯蔵施設に運ぶ使用済み燃料はエネルギー

資源として貯蔵するわけですから、資源でなくな

るわけです。ですから、そこは市長は推移を見な

がら対応すると。その中では、この両論併記され

ている状況が来年10月までに解消されないという

状況であれば、当然それは私は使用済み燃料の搬

入は許可するべきでないと思っておりますが、市

長、それはやっぱりこういう考え方でよろしいの

。 、ですか 推移を見ながらという答弁ですけれども

間もなく１年、そう遠くない１年以内に来年10月

がやってきますから。これは、やっぱり今ここで

判断できませんか、そこは。両論併記のままでは

搬入は許可できないと。両論併記のままでも搬入

を許可するのかどうか、そこのところはちょっと

再度確認させていただきます。どっちなのか。

〇議長（山本留義） 市長。

〇市長（宮下順一郎） 横垣議員のお話を伺ってい

ますと、思い込み、そして決めつけというふうな

形の中で、お一人で判断をなさって、私のちょっ

と意図しないようなその結論、私がそうだなとい

うふうな、そういうふうな市民の皆様へ、そして

また議場の中での刷り込みの手法が非常に多いの

、 。ではないかなと こういうふうに感じております

そこで、私先ほど壇上でもお答えいたしました

ように、2030年代まで原発が廃止された場合の対

応については、これまでの新聞社などの報道にも

答えておりますとおり、使用済み燃料を再処理す

るまでの間という協定書の内容が守られなければ

使用済み燃料の受け入れを断ることも検討しなけ

ればならないというふうにお答えして、これは終

始一貫こういうふうな対応をこれまでさせていた

だいておるところでございます。

〇議長（山本留義） ２番。

〇２番（横垣成年） そこはきちんと、矛盾がある

状態で搬入を許可するということは断じてしては

ならないというのは強く要求しておきます。もし

矛盾がある状況で搬入すると、そのままずっと置

かれてしまいますから。ということは、もう中間

貯蔵でなくなるという可能性も十分あるというこ

とで、そこはやっぱり責任重大な立場ですから、

きちんと判断してもらいたいというのを要望させ

ていただきます。

あと最後でありますが、下北半島が推進、しか

し隣の北海道の南の渡島半島は原発は反対、大間

原子力発電所は建設を再開するな、もう真逆の状

況がこの隣り合っている地域で、市長も下北半島

の７市町村の中心になっていろんな申し入れをし

ておりますが、渡島半島のほうも同じような状況

なのですよね。例えば函館市長、北斗市長、七飯

町長、松前町長、あと両市議会議長、七飯町、福

島町の各議会議長、函館商工会議所会頭ほか経済

団体、１次産業団体の代表ら14人が大間原発はや

めろと申し入れをするとか、本当に真逆の現象で

す。こういう状況で、市長は国とか事業者が安全

を確保するから、我々は推進をどんどんやってく

れと要望していけばいいのだという答弁です。そ

れでいいのでしょうか。当然市長も福島第一原子

力発電所事故から何を学んだか、これ時間がない

、 、 、ので 余り聞けないのですが 何か事故があれば

下北半島でとどまらないのです。これは、福島第

一原子力発電所事故で十分認識したと思います。

これからも原発推進するに当たっては、やっぱり

そこのところも考えて、それこそ反対していると

ころがあれば、そこもしんしゃくしながら、原発

については対応していかなければならないなとい

うふうに思っておりますが、そこのところの答弁

を再度お願いしたいなと。どういうふうに不安に

応え、また責任をとろうとしているのか。全然責
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任ないよと、向こうは向こうでいいのだよという

立場なのかどうか。ここのところ、再度確認させ

ていただきます。

〇議長（山本留義） 市長。

〇市長（宮下順一郎） 先ほどもお話をいたしまし

たように、第一義的には事業者が責任を持って取

り組むべきであり、その法令に従って一元的に安

全規制を行っている国がしっかりとこの下北半島

の対岸のほうにお話を、説明を重ねていくのが本

来あるべき姿であろうと、こういうふうに思いま

す。

福島第一原子力発電所の事故から何を学んだの

かということでございますけれども、電気をつく

るところで電気がなかったと、非常電源が確保さ

。 、れていなかったと つまりこれは多層防護の精神

その思想が十分なされていなかったと。その部分

においては、非常に大きな責任を感じてほしい、

感じなければいけないし、起きてしまった事故、

これを戻すことはできないわけでございますの

で、被災者のため、そしてまた汚された土地、こ

の部分については、国と事業者の責任のもとで、

国策でございますので、国の責任のもとで、しっ

かりとこれを除去し、また今避難している方々が

もとの土地に一日も早く戻ることを念願をしてい

るところであります。

またもう一つ、つまり電源が確保されなかった

ということで、その電源の確保のために安全対策

を今急いで進めており、そして再稼働ができるか

どうかというふうなことを原子力規制庁の中で、

原子力規制委員会の中で慎重に審査を進めておる

わけでございますので、その行方を我々は見守っ

ていかなければいけない。中間貯蔵施設は、その

部分においては安全対策、しっかりとっておりま

すし、またかつての原子力安全・保安院の対象外

というふうな非常に安定した施設であるというふ

うなこと、それにもかかわらずさまざまな部分で

の安全対策を進めていると、そういうふうな真摯

な態度、これは歓迎します。しかしながら、もっ

ともっと我々は関心を持ち、十分監視の目、これ

をつけていかなければいけないし、体制をしっか

り整えていかなければいけない。先ほどお話をし

ましたように、国の動向等を踏まえて、中間貯蔵

施設に対してのもしさまざまな動きがあった場合

は説明会を開くなり、事業者また国へ要請をして

いかなければいけない。この立場はしっかりと守

っていきたい、こういうふうに思います。

福島第一原子力発電所の事故は、非常に残念で

あります。しかしながら、その轍を踏まないよう

な形のＡＰ1000だったでしょうか、原子力発電の

炉が、原子炉が次世代機というふうな形でさまざ

ま技術力を結集して今取り組みつつあるというふ

うな現実もやはり見ていかなければいけないので

はないかと、このように思っているところでござ

います。

〇議長（山本留義） ２番。

〇２番（横垣成年） あと２分です。

市長のそういう立場はそれなりにやっぱり当然

だなというふうに思いますが、さらにやはり今ま

で安全神話、ここにどっぷりつかってきた、そこ

のところをもう少し真剣に考えてもらいたいし、

実際今むつ市も何か原発に関する事業をやるとな

ると、全部推進側の学者ばかりが説明とか講師に

やってくる。そこのところは、きちんと反対派も

賛成派も交えた、そういう形での原子力に対する

説明会だとか講習会、そういう形でやっぱり設け

てほしいなということも要望しながら、私の一般

質問を終わります。ありがとうございました。

〇議長（山本留義） これで、横垣成年議員の質問

を終わります。

午後２時20分まで暫時休憩いたします。

午後 ２時０９分 休憩
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午後 ２時２０分 再開

〇議長（山本留義） 休憩前に引き続き会議を開き

ます。

◎濵田栄子議員

〇議長（山本留義） 次は、濵田栄子議員の登壇を

求めます。13番濵田栄子議員。

（13番 濵田栄子議員登壇）

〇13番（濵田栄子） 新生むつの濵田栄子でござい

ます。むつ市議会第214回定例会におきまして、

３項目５点についてご質問いたします。

１項目めの林業政策でありますが、さきのむつ

市議会第213回定例会におきまして、議員全員発

議により「森林・林業再生プラン」に係わる具体

的政策の推進を求める意見書が採択されましたこ

とは、大変意義あることと感じております。現在

林野庁は、平成26年度からの５年間の森林・林業

再生プラン作成に着手しております。また、今後

林野会計は一般会計となる見通しとなっており、

林野政策の節目の時期に当たり、再度市長に森林

・林業に対するご認識をお伺いいたします。

日本の森林面積は、国土の約66％、2,510万ヘ

クタールとなっております。約69％が民有林で

31％が国有林となっております。当むつ市におき

ましては、全面積８万6,379ヘクタールの86％が

森林面積となっております。その約20％が民有林

、 。 、で 80％が国有林となっております したがって

国の林業政策は、直接的にも間接的にも地域経済

を左右すると言って過言ではありません。

森林の持つ多面的機能は、もう十分ご周知のこ

とと思われますが、日々の私たちの家庭において

も、天然のダムとも言われる森に蓄えられ、湧き

出た水を企業局の細心の管理により安全で安心な

飲料水として毎日安定的に供給されて恩恵を受け

ております。また、鉄分と植物プランクトンを含

んだ水は、森から川を伝い大海へと注がれ、動物

プランクトンを育み、沿岸域では食物連鎖が始ま

り、良好な漁場が形成されています。資源をふや

すことは漁業の発展のみならず、地域経済の発展

につながるものと確信いたしております。

森林・林業計画は、５年ごとに見直しが行われ

ておりますが、先般の東北森林管理局及び下北森

林管理署による住民説明会の資料によりますと、

林業計画の意義として、無秩序な森林の開発は、

森林の荒廃を招き、山崩れや風水害を発生させる

原因となる。無計画な伐採は、森林資源を減少さ

せ、林産物供給の面でも大きな混乱を来すおそれ

がある。また、森林の造成には、超長期の年月を

。 、 。要する そして 国民経済に大きな影響を与える

そのため、長期的な視点に立った計画かつ適切な

森林の取り扱いを推進することが必要とありまし

た。全くそのとおりでありますが、これまでも基

本計画どおりにいかなかった場面も多々あったも

のと思われます。森林の持つ機能は、先ほども申

し上げましたが、私たちの生活に欠かすことので

きない水を蓄える水源涵養機能、二酸化炭素の吸

収と酸素の供給、大気保全機能、野生鳥獣保護機

能等多種多様な生命を育むためには豊かな森は生

命の源とも言えるでしょう。

その他木材の生産、国土の保全等森林にはさま

ざまな機能が求められております。次年度の森林

・林業再生プランと現在のプランを比べてみます

と、木材自給率の達成や作業道の整備、コスト削

減等が大きく打ち出されておりますが、多様な生

物たちのための豊かな森づくり計画が少ないよう

。 、に思われます プランの内容をしっかりと把握し

次世代のための財産としての造林、育林、人間を

含め多様な生物が生息できる豊かな森づくりの林

業を提案すべきと思いますが、市長の考えをお伺

いいたします。

２項目めの海ごみが漁業に及ぼす問題につい
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て、２点ご質問いたします。海ごみ問題につきま

しては、さきのこども議会において、正津川小学

校の松本空大君が、海の大好きな純粋な少年の視

。 。点で質問をしておられました とても立派でした

また、19名のこども議員の皆さん全員がとても立

派な発言をしておられました。彼らが大人になっ

たとき、もっともっと住みよく夢のあるまちにし

たいと心を新たにしたところでございます。

私も水産のまちに生きる人間として、改めて海

ごみ問題についてご質問いたします。当むつ市の

長い海岸線の中から今回は主に津軽海峡に面する

外海の問題についてお伺いいたします。

質問の１点目でございますが、親潮と黒潮が交

差する下北半島周辺海域は、北九州周辺海域と並

び日本でも有数の漂着ごみの多い海域であると言

われております。海流が混み合い、海ごみの集ま

る海域はまた好漁場とも言われております。今年

度漁業への被害状況は報告されているのか、まず

１点お伺いいたします。

海ごみの２点目ですが、漂着ごみを放置してお

くことは、生態系に与える影響も大変危惧されま

す。景観もよくありません。海岸清掃を地域のボ

ランティアに頼るだけでなく、定期的事業として

企画するべきと思いますが、市長の考えをお伺い

いたします。

３項目めの高齢者世帯の屋根の雪おろし及び除

雪対策についてですが、２点お伺いいたします。

ゆうべの暴風雪で少しですが、吹きだまりに遭っ

たご家庭もおありのことと思います。

まず１点目、玄関前の除雪に関しては、現在シ

ルバー人材センターと連携し、朝６時から８時ま

での30分は300円、それ以降は200円と認識してい

ますが、屋根の雪おろし対策に対してはどのよう

な施策、サービスがあるのかお知らせください。

また、低所得層への補助制度をつくるべきと思い

ますが、市長の考えをお伺いいたします。

２点目です。屋根の雪おろし除雪に対応できる

業界、ＮＰＯ、その他団体の情報提供を地区ごと

に高齢者の方にわかりやすい方法で提供するべき

と思いますが、お考えをお伺いいたします。

以上、３項目５点についてご質問いたします。

〇議長（山本留義） 市長。

（宮下順一郎市長登壇）

〇市長（宮下順一郎） 濵田栄子議員の林業政策に

ついてのご質問にお答えいたします。

森づくりの林業を積極的に国等に提案すべきと

のご質問でありますが、議員ご承知のとおり、当

市は約７万4,000ヘクタールの広大な森林面積を

有しており このうち約８割に当たる５万9,000ヘ、

クタールが国有林であります。森林は、木材等の

林産物の供給、水源の涵養、山地災害の防止等の

機能を通じて国民生活と深く結びついてきたとこ

、 、 、ろでありますが 近年これらに加えて保健 文化

、 、教育的な利用の場の提供 良好な生活環境の保全

地球温暖化の防止や生物多様性への寄与など、森

林の持つ多面的機能への期待が高まるなど、国民

の要請は高度、多様化してきております。

このことから、国有林野事業の実施に当たって

は、国民の意見を取り入れた国有林野の管理経営

に関する基本計画に基づき事業実施され、下北森

林管理署管内においては、森林の公益的機能を保

ちつつ、木材資源の効率的な循環、利用に対応す

るため、杉など人工林の間伐等に努めながら、近

年は年間約９万5,000立方メートルの林産物の生

産が行われていると伺っております。

、 、また 下北森林管理署管内の森林資源の状況は

天然林の資源量が必ずしも十分なものとなっては

いないほか、人工林の多くが間伐等の施業が必要

な育成段階にあり、適切な間伐等の推進による整

備保全と国産材の利用拡大による林業の再生を図

っていく重要な時期を迎えているとも伺っており

ます。
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国有林野事業の実施の基本である国有林野の管

理経営に関する基本計画は、10年を１期とする計

画で、５年ごとに改定が行われる計画となってお

り、平成26年４月から平成31年３月までの５年間

の森林整備計画を策定するため、先般当市におい

て下北国有林の森林計画に関する住民懇談会が開

催されたところであります。

国有林野事業を取り巻く環境も年々厳しさを増

しておりますが、国有林で行われている森林整備

事業などは、当市の林業の振興や林業関係者の雇

用など非常に重要な役割を果たしていると認識し

ていることから、引き続き下北森林管理署等との

、 、連携を深めるとともに 今年度下北流域を代表し

私が発起人として立ち上げに参画した青森県国有

林関係市町村長連絡協議会や下北地域森林・林業

関係打合会などの場で国や県に対し積極的に森づ

くりの重要性を要望、提案してまいりたいと考え

ております。

次に、海ごみが漁業に及ぼす問題についてお答

えいたします。ご質問の１点目、今年度の漁業被

害の状況については、担当からお答えをいたしま

す。

ご質問の２点目、定期的事業として海岸清掃事

業を企画すべきとのことですが、議員ご承知のと

おり、本市の海岸線の総延長は約100キロメート

ル程度と、県内の市町村の中で最も長い海岸線を

有しております。その海岸線の清掃については、

道路側溝や公園、河川の清掃と同様に市民参加に

よるボランティアを基本とし、運搬に要する経費

や、市民ができない部分については市が行ってお

ります。このため当市では、以前から市民ボラン

ティアや各地区の小・中学校の児童・生徒さん、

漁業関係者などにより継続的に海岸清掃活動が行

われているところであります。この長年にわたる

活動が高く評価され、脇野沢地区では脇野沢小学

、 、 、校 脇野沢中学校が 川内地区では川内中学校が

またむつ地区では奥内小学校、近川中学校、むつ

養護学校が東北地方整備局から海をきれいにする

ための一般協力者の奉仕活動表彰を受けているほ

か、城ケ沢小学校、奥内小学校、近川中学校、む

つ養護学校が全国海岸協会から海岸功労者として

表彰されているところであります。

濵田議員ご指摘の津軽海峡における海ごみにつ

いては、海流により沿岸部に漂流してくることか

ら、定置網などに被害をもたらすおそれがあるこ

、 、と 沿岸の魚介類の産卵場に悪影響を与えること

磯根資源や砂浜の生態系を悪化させる等、さまざ

まなことが危惧されるところであり、漁場環境を

保全することは、水産業、とりわけ沿岸漁業を推

進する立場として重要な事項と認識しておりま

す。

、 、大畑地区の海岸清掃事業については 大畑漁港

木野部漁港等の漁港区域や漁港に隣接する海岸の

一部について、毎年海岸清掃に要する予算を計上

、 、 、し 実施しており 国土交通省海岸等については

海岸管理者や関係機関と連絡をとりながら、水辺

のサポーター事業等の限られた予算の中で最大の

効果を発揮できるよう、その都度タイミングを見

計らって実施してきたところであります。これま

でご協力いただいている方々のたゆまない活動

に、この場をおかりし敬意を表しますとともに、

今後はさらなる意識の醸成を図り、市民参加の輪

を広げ、関係機関との連携をより一層強化しなが

ら、海ごみの状況を適切に見きわめ、事業を継続

してまいりたいと考えております。

また、海ごみ対策は、排出源の抑制も含めた全

国的な対応が不可欠であり、国・県の関連事業を

模索しながら、広くメッセージを発していきたい

と考えておりますので、ご理解を賜りたいと存じ

ます。

次に、高齢者世帯の屋根の雪おろし及び除雪対

策についてのご質問の１点目、低所得者への補助
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制度をつくるべきではないかについてお答えいた

します。

まず、高齢者の除雪対策につきましては、高齢

者等除雪サービス事業を平成12年度から実施して

おります。この事業の利用については、利用する

全ての高齢者が活用しやすいように、30分につき

200円、時間帯が早朝、夜間の場合は300円の利用

料を負担していただいておりますが、市からも

30分につき700円または900円の支出をし、多くの

方々が利用可能な料金を設定することで幅広く活

用いただいておりますので、低所得者の方々への

一定の配慮を行っているものと認識しておりま

す。

また、県内９市で実施している自治体と比較い

たしましても、むつ市の高齢者等除雪サービス事

業の予算規模は突出しており、しかるべき予算措

置を講じております。

、 、しかしながら 屋根の雪おろしにつきましては

私有財産の維持管理という側面もあることから、

それに対して公費を投入することは行政の公益性

あるいは妥当性という観点から少なからず疑念を

禁じ得ません。また、県内他市においても、雪お

ろし対策に税金を投じている自治体はありません

ので、ご理解を賜りたいと存じます。

次に、ご質問の２点目、屋根の雪おろし、除雪

に係る情報提供についてでありますが、屋根の雪

おろし、除雪を請け負う民間事業者等の最低限の

情報提供につきましては、必要とする方への便宜

を図るため、電話等の問い合わせに対しては、市

で把握している民間事業者等の情報を随時提供し

ております。しかしながら、その情報を公の媒体

に載せるということになりますと、市が公的に関

与していない特定の事業者あるいは個人の営業行

為にかかわる契約内容などの仲介やあっせんを市

が積極的に行うことになりますし、場合によって

は市が当事者間のトラブルに介在することにもな

りかねません。したがいまして、市民の方々に過

度にお知らせすることについては慎重な対応が求

められるものと考えておりますので、ご理解を賜

りたいと存じます。

〇議長（山本留義） 経済部長。

〇経済部長（澤谷松夫） 濵田議員の海ごみが漁業

に及ぼす問題について、市長答弁に補足説明させ

ていただきます。

今年度海ごみによる直接的な漁業被害の報告は

受けておりませんが、漂流物として流木が定置網

に漂着した事例があったものの、漁網を破損させ

るなどの被害に及ぶことなく、漁業者によりまし

て陸揚げされ、漂流物として適切に処理されてお

ります。

以上でございます。

〇議長（山本留義） 13番。

（ ） 、 、〇13番 濵田栄子 まず 林業問題ですけれども

市長もご答弁くださいましてありがとうございま

す。市長は議長時代から、林業、森林問題には少

しずつですが、ご認識を深めていただいてきてお

りますことに、まず感謝申し上げます。また、今

年度の育樹事業でございますけれども、奥内で行

われました。その際は、副市長がご参加していた

だきました。経済部長にもご参加していただきま

してありがとうございます。

今回の森林・林業再生プランの案というもの

を、市長、まずごらんになりましたでしょうか、

お聞きいたします。平成26年度からのものでござ

います。

〇議長（山本留義） 市長。

（ ） 、〇市長 宮下順一郎 そのプランにつきましては

今ちょっと確認をしておりますけれども、読んだ

のか読んでいないのか、林業については少しずつ

ではございますけれども、進歩しているというこ

とでお許しをいただきたいと、このように思いま

す。
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〇議長（山本留義） 13番。

〇13番（濵田栄子） お忙しいので、少し資料に目

を通しても、お忘れになったと思っております。

今年度までのプランと比べますと、例えば営林

署から森林管理署ということで名称が変わりまし

た、10年ほど前です。そのとき大きく打ち出しま

、 、したことが水源の涵養 そして二酸化炭素の吸収

これは地球温暖化防止に貢献いたします。例えば

二酸化炭素、私たち人間が１年間に吐き出す二酸

化炭素は320キログラムと言われております。例

えば一般家庭で１年間に出される二酸化炭素

6,500キログラムとも言われております。やはり

そういう二酸化炭素、車は今ちょっと古いデータ

ですので、きょうは発表いたしませんけれども、

まず各家庭で二酸化炭素を出す量を吸収するの

は、森林で約0.5ヘクタールが必要と言われてお

ります。やっぱり森林整備ということは、地球温

暖化防止、先ほども申し上げましたけれども、私

たちがこのむつ市において、本当に水に不自由す

ることなく、昨年の3.11の津波の際、災害の際停

電になりました。そして、ちょっとした冠水とか

災害もありましたけれども、私たちが大きなパニ

ックを起こさなかったことの一つは、水がまずと

まらなかった。その安心感が私たちを落ちつかせ

ました。本当に私たちは、水道をひねると当たり

前のように水が出る。それは当然のことですが、

世界各地では、まだまだ水がきれいでない、そし

て不足しているという国々があります。日本は本

当に水の国でこれまでの発展を見てきたものと思

いますし、これからも水は重要な役割を果たすと

思っております。その水の源は、まず森林である

ということ、それをしっかりとプランを読んでも

読まなくても、心にとめていただきたいと思いま

す。

この次の５年計画が、若干この部分が薄れてい

るところがございます。経済活動のみが大きく打

ち出されておりますので、まずそこを市長、これ

から読んでいただいても結構ですので、この森づ

くりが最も大切であるというこの林業のことをも

う一度、自分のお気持ちでお答えください。

〇議長（山本留義） 市長。

〇市長（宮下順一郎） 先ほどプランのお話がござ

いましたけれども、現在策定中というふうなこと

で、私当然その部分においては、まだ目を通して

おりません。しっかりと策定された段階で勉強を

深めて、知識を深めていきたいと、こういうふう

に思います。

水源についてのお話、お褒めの言葉をいただい

たものと。これは、昨年の3.11の際に、水道をひ

ねると水が出たと。非常にこの部分でお褒めの言

葉をいただき、公営企業局長初め担当が出ており

ますけれども、感激をしているものと、このよう

に思います。

しかしながら、一部には非常に困った事態もご

ざいました。停電が長かったものですので、その

、 、停電も一昼夜ということで 他地区に比べますと

非常にその部分で東北電力のご尽力があって早く

解消されたわけです。それを今度一斉に開きます

と、非常に水位が下がってきて、その部分で断水

のおそれがあった。この部分において、市民のそ

の地区の、地域の方々のご協力をいただいて、順

調に供給できたというふうな報告もいただきまし

た。その部分において、企業局の取り組み、そし

てまたこれまでの先人たちが耐震性のある配管、

こういうふうなところを進めてきたというふうな

こと、これはやはり先人たちにも感謝の気持ちを

持たなければいけないなと、こういうふうに思い

ます。

そこで、水源の部分の知識を披瀝せよというふ

うな形だと思うのですけれども、私はやはりこの

水源、森林の水源の涵養というふうな部分、この

部分は非常に大切なものであるし、特に子供たち
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がよく見る、読む、そういうふうなところで、小

・中学生の教材にもなっていると思うのですけれ

ども、あのブナに耳を当てると水の流れの音が聞

こえると。あれこそまさしく森林の水源の涵養と

いうふうな部分、これを非常に表現する文章でな

いかなと。私自身も読んだ記憶がございます。こ

の部分において、水源を涵養するために、水の源

をしっかりと保つために、森林をこれからも大切

にしていかなければいけないという認識は、濵田

議員、私以上にこれまで森林のサポーターだとか

さまざまな部分でご活躍なさっておるわけでござ

いますので、今後さまざまなご指導をいただきた

いと、このように思います。

ＣＯ の問題も、やはりそういう意味での森林２

のＣＯ に対しての対応能力というふうなこと、２

やはり森林を育てていくことによってＣＯ の減２

少、そして対応できる、そして水の源をつくって

いくと、こういうふうなこと、さらには私が森に

ついての一番すてきな言葉だと思いますのは「森

は海の恋人」というふうなことで、当然そこで水

源が涵養されて、そして養分を含んで陸奥湾に流

れ込んでくると、あの陸奥湾の豊穣の海の中で育

ったホタテなんかは、外海でつくられるものに比

べて非常に甘みの、滋養性あふれるホタテになっ

ているというふうなこと。それは、まさしく岩手

、 、県のほうで 三陸が今被害を受けましたけれども

もう20年、30年も前になるのでしょうか、私も学

生時代にちょっと読んだ記憶がありますけれど

も 「森は海の恋人」というふうなことで、各大、

学が盛んに岩手県の山に入り、森を育てていった

というふうな事業を今ふと思い出しました。そう

いうふうなことで、大切さということは十分認識

しております。知識もこれから十分、一生懸命学

んでいきたいと、こういうふうに思います。よろ

しくお願いいたします。

〇議長（山本留義） 13番。

〇13番（濵田栄子） ありがとうございます。これ

から一生懸命勉強していただきたいと思います。

申しわけありません。

それから、プランですけれども、プランができ

ていないのは当然です、平成26年度からのプラン

でございますので。案の段階で、今提案していた

だかないと、そのできてしまってからでは遅いの

で、私今、きょうの質問に立ちましたので、そこ

のところをよろしくお願いいたします。林業問題

については、市長ももう一生懸命森づくりの林業

に取り組んでいただくということですので、これ

で終わります。

次に、海ごみでございますけれども、今回漁業

の被害はなかったということですが、ごみの量に

、 。ついて把握しておりましたら お知らせください

〇議長（山本留義） 経済部長。

〇経済部長（澤谷松夫） 大畑地区における海岸漂

着ごみの処理状況のお話かと思いますので、平成

22年度、平成23年度、平成24年度現在までの量と

いうふうなことでご説明いたします。

平成22年度は、回収量が6.4トン、平成23年度

が33.8トン、平成24年度が９月現在までで22トン

ほど回収されてございます。

〇議長（山本留義） 13番。

〇13番 濵田栄子 平成22年度が6.4トン 平成23年（ ） 、

度が33.8トン、平成24年の９月までで22トンとい

うことですが、まずこの海岸線、先ほどむつ市の

海岸線100キロメートルあるとおっしゃいました

が、この海岸線歩いてみましたでしょうか。砂浜

の護岸寄りには、むつ市の花でありますハマナス

が群生して美しい海岸線を形成しております。そ

して、このごみですけれども、このごみが砂に隠

れて、それがまたちょっと景観を悪くしておりま

す。やはりごみはもう徹底して回収していくと。

そして、市長は予算面のことを考えて、なかなか

この事業化とか、事業ということについて、後ろ
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向きにお考えと思いますけれども、やはりこれか

らは新たな事業をつくっていくということが必要

ではないかなと思います。清掃も一つの立派な事

業でございます。大畑地域では、大きいごみが出

た場合は、その都度対応ということもお聞きはし

ておりますが、まずは定期的に清掃活動をして、

そして大きなごみとか、急遽ごみが出た場合は撤

去するという方法で、海岸線を一掃していくと。

私たちには何の財産がありますか。自然でござ

います。やはりこのむつ市の合併後の大きなテー

マが「人と自然が輝く やすらぎと活力の大地

陸奥の国」でございました。森を豊かにし、そし

て海岸線、漁業だけでなくて景観も美しくしてい

く、これが私の大きな目標です。ですので、まず

ボランティアをして意識の啓蒙を図るということ

も、それもとてもすばらしいことです。先ほど小

学校、中学校のご紹介ありましたが、私もそのこ

とに関してはずっと認識をいたしまして、大変立

派な活動であると思っておりますが、やはり地域

として、例えば国道の雪が解けたら清掃活動があ

るように、やっぱり毎日とは申しません、季節季

節定期的な、また清掃活動を入れていくというこ

とも必要ではないかと思いますので、市長からご

答弁をお願いいたします。

〇議長（山本留義） 市長。

（ ） 、〇市長 宮下順一郎 今海岸線の漂着物のお話と

そして道路等の清掃までのお話が広がってまいり

ましたけれども、私は自然は、濵田議員お話しの

ように、次の時代、先の時代からの借り物である

。 、というふうな思いをいたしております ですから

借り物であるから、きれいにして返していかなけ

れば、次に持っていかなければいけない、こうい

うふうな基本的な気持ちがあります。我々何か本

を借りたりして、それをちょっと汚して返すとか

、 、となると 借りた先は非常に迷惑な思いをいたす

そういうふうなことがやはり自然についても、自

然環境についてもそんな思いを私はいたしており

ますので、自然環境は次の世代からの借り物であ

るというふうな基本的なコンセプトの中で大切に

していかなければいけないし、汚れたものは撤去

しなければいけない。汚れたものは、きれいにま

たもとに戻しておかなければいけない。そういう

ふうな精神で今後も取り組んでいきたいと、この

ように思います。

海岸清掃の部分では、新しい事業をするべきで

ないかというふうなご提言でございましたけれど

も、現在のところ、予算というふうなことは余り

言いたくはございませんけれども、財政というこ

とを余りお話はしたくはないのですけれども、平

成23年度までは、これは地域グリーンニューディ

ール基金事業というふうなことでさまざまな手を

打ってまいりました。そして、まさしくこれはけ

さお話をしましたように、市民協働というふうな

形の中で、これが実践されている場面が非常に多

い事業が、ボランティア活動、これが進んでいる

のではないかというふうに思います。つまり午前

中お話ししましたように、我々行政が認知をする

ことによって協働もできるというふうなお話をさ

せていただきましたけれども、ここには例えばず

っと続いておりますさまざまな各関係団体、これ

は清港会というふうな漁業者とか漁港関係者、漁

協職員、そしてまた市の職員も入っていると。清

港会の方たちが清掃活動、漂着物を回収し処理を

している。そしてまた、ふるさとが大好き会と、

大畑町二枚橋に事務所を置く任意団体というふう

なことで、平成23年には水辺のサポーターの認定

を受けているというふうな活動。聞くところによ

りますと、濵田議員もこれにご参加をして、積極

的に取り組んでおると伺っております。そういう

ふうな意味で、一つの市民協働の形の中で、これ

が進められているというふうなことですので、今

回さまざまなこのやりとりの中で、事業として私
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は認知をさせていただきましたので、一つの大き

なこれからの検討課題になってくるものと。しか

しながら、子供たちも一生懸命やっているという

ふうなこと、大きなものが流れ着くと、それに対

応しているということもお含みおきをいただけれ

ばなと、このように思います。

〇議長（山本留義） 13番。

〇13番（濵田栄子） 海岸線は、もちろん県の管理

区域となっておりますので、私もそれは認識して

おります。ですから、県等と十分連携をとりなが

ら、美しいむつ下北の海岸、全国にアピールでき

るような海岸を目指していきたいなと思いますの

で、よろしくお願いいたします。海ごみ問題につ

いては、これで終わります。

次に、高齢者の除雪対策ですが、きょうはもう

いきなり風とともに吹きだまりがあったところも

あると思います。玄関前の除雪に関しては、私も

知り合いがおりますので、６時から８時までの

30分は300円で、それ以降は200円というサービス

。 、が行われていることは存じ上げております ただ

屋根の雪おろしです。これは、市長今個人の財産

に税金をかけるというお話をなさいまして、ちょ

っと足踏みをされました。

ですけれども、例えば先般お聞きしましたとこ

ろ、ちょっと話題をそらしますが、介護保険の利

用率をお聞きしました。そのとき脇野沢地区では

16.4％、川内地区では18.2％、大畑地区では

14.4％、むつ地区では18.8％でしたでしょうか、

18.9％でしたでしょうか、介護の利用者がいらっ

しゃいます。それ以外の方は、自力でまず介護を

受けずに頑張っていらっしゃるということです。

そして、それ以外の方が全て高齢者のみの世帯か

というと、それはそうではないと思います。ご家

族と一緒にお住まいの方もあろうかと思います

が、ただ先ほどの市長のご答弁の中に、日本人の

あの精神とか風土というようなものという、この

気質というようなものを、前のご質問者の方にで

すけれども、ちょっとお話しされました。この高

齢者の中には、最近生活保護ということがよく注

目されたり話題になったりするのですが、生活保

護以下の年金で生活なさっている方も私はいらっ

しゃるのではないかと感じております。そして、

その日本人の美しい頑張る力、そんな気持ちで、

本当にちょっと体不自由なのですけれども、一人

で頑張っていらっしゃる高齢者の方。そして、ど

うしても女性の方のほうが平均寿命長いものです

から、女性の高齢者の方が多うございます、地域

を歩いてみますと。ですから、所得制限を設けな

がら、やはりそういう方に１年に１回だけでも雪

おろしの、除雪の、全てとは言いません、半額な

り少々の負担をするという考えにはなりませんで

しょうか、ご答弁をお願いします。

〇議長（山本留義） 市長。

（ ） 、〇市長 宮下順一郎 やはりその部分においては

、 、例えばの話ですけれども 濵田栄子氏所有の屋根

建物、その上に雪が積もりました、そのまま放置

しておくと非常に危険な状態になると、空き家で

ございませんので、お住まいになっていると。こ

の部分において、それを屋根の雪をおろすことに

公的な部分のお金を使うというふうなことは、や

はりさまざまな広がりが出てくると思います、こ

ういう意味では。所得制限だとか、そしてまた年

齢制限、そういうふうなものがあろうかと思いま

すけれども、例を出して生活保護の方々よりも年

金の受給で生活しているほうが所得が低いという

ふうなことがあるというふうなこと、これ現実に

あろうと思います。そういうふうなところで、濵

田栄子さんが所有している屋根の雪をおろすとい

うふうなことは、先ほどお話をしましたように、

行政の公益性というふうな部分、そこに公費を投

入するというのはやはりちょっといかがかなとい

うふうな思いを今いたしておるところでございま
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す。

〇議長（山本留義） 13番。

〇13番（濵田栄子） 市長は、常に安全パイを切ら

れる方でございますが、やはり市民のためには危

険も冒すということも市長として大切なことでは

ないかと思われますので、それはさまざまな支援

方法があろうかと思います。そういう形でお願い

したいと思います。

それから、もう一つ、情報提供の仕方ですけれ

ども、市長は仲介をするようで、中に巻き込まれ

るおそれがあるというようなことをおっしゃいま

したけれども、それはないと思います。やはり業

界等を仲立ちしていただいて、そういう情報をと

ってお知らせすると。これは、市が仲介するもの

ではありませんと、情報提供のみですという文言

を一言入れればいいと思います。そこのところ、

もう一度ご答弁ください。

〇議長（山本留義） 市長。

〇市長（宮下順一郎） 安全パイばかりというふう

なお話ございましたけれども、ちょっとこういう

ふうな議場の中でお話しするのはあれですけれど

も、私今マージャン全くやっておりません。そう

いうふうなことなのですけれども、やはり行政を

進めるにおいては、安全に安全な方向というふう

なところ、さまざまな公益性、公平性というふう

なことを旨に進めるのが行政を預かる者としての

姿勢ではないかと、こういうふうに思います。

さらに、雪おろしのこの部分においての情報提

供の仕方でありますけれども、行政としては情報

を全く閉じているわけではございません。相談が

あれば、この部分において提供させていただいて

おります。例えば今それに対応できる業者さんと

いうのは20件ぐらいあるそうでございますけれど

も、この部分についてはお困りになった方に対し

ては情報を提供させていただいております。例え

ば何とかの大工さんだとか、何とか建築屋さんだ

とか、そして何とかの屋根屋さんだとか、そうい

うふうな方々、その20名程度の、20カ所程度の事

業所はご紹介をさせていただいております。この

部分において、今度は一斉に市政だより等でお知

らせをするということは、やはりいかがかという

ふうなことをお話をしているわけでございまし

て、相談があったら幾らでも電話でも相談をして

いただければと、こういうふうな体制をとってい

るということを、きょう多分ラジオでお聞きにな

っている方も多くおられると思いますし、また市

政だより等ででも、業者名はなかなかお知らせは

できませんけれども、屋根の雪おろし等について

お困りの方は、どうぞお尋ねしていただければ情

報は提供させていただくという程度にとどめるわ

けでございますけれども、そういうふうな窓口は

しっかり対応させていただきたいと、こういうふ

うに思います。

〇議長（山本留義） 13番。

〇13番（濵田栄子） ありがとうございました。ま

ず、でき得る限りの対応をしていただくというこ

とで、高齢者の皆様も安心していらっしゃると思

いますので、よろしくお願いいたします。

これで私の質問を終わります。

〇議長（山本留義） これで、濵田栄子議員の質問

を終わります。

◎散会の宣告

〇議長（山本留義） 以上で本日の日程は全部終わ

りました。

なお、明12月８日及び９日は休日のため休会と

し、12月10日は浅利竹二郎議員、村中徹也議員、

鎌田ちよ子議員、工藤孝夫議員の一般質問を行い

ます。

本日はこれで散会いたします。

午後 ３時０８分 散会
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